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第１章 はじめに 

個人の生産性を高めるためには，どのような動機付けを行うことが望ましいのだろうか．これ

まで生産性の決定要因を明らかにすることを目的として多くの研究が蓄積されてきた (Lazear 

1981; Segal 2012; Lazear 2013) ．代表的なものは人的資本の蓄積による生産性の向上である．人

的資本の枠組みは，健康資本も人的資本と同様に生産性を高めることを示唆する．また，従来は

質的研究が主流であった人的資源管理についても，インセンティブを設計し個々の生産性を高

めるという経済学的な視点に基づいた実証分析が盛んに行われるようになっている． 

人的資源管理に関して近年では，インセンティブに対する個人の反応の差，つまり生産性に関

わる個人の異質性に注意が向けられることが多い．個人の異質性に注目する理由は主に２つあ

る．１つ目は，個々の異質性を認めた上で，共通するパラメータの推定に関心があるためである．

たとえば，労働時間に関する規制が生産性に与える影響を分析する場合，労働時間と生産性の双

方に影響を与える個人属性を考慮して分析を行う必要がある．個人の異質性をコントロールす

ることによって，注目する効果を抽出することができる．２つ目は，むしろ個人の異質性に焦点

を当てて，どのように生産性と関係するかを明らかにするためである．個人レベルのパネルデー

タの蓄積や，経済実験の手法を用いることによって，選好や態度などのこれまで観察されなかっ

た変数を捉えることができるようになった．これにより，個人の行動の背後にある意思決定のメ

カニズムを明らかにするための研究が蓄積されている． 

本論文は，個人の異質性に着目し，個人の生産性の決定要因について，3 つの観点から実証分

析を行う．まず第 2 章で，求職者がどのように企業に対する好感度を形成するかを分析する「就

業マッチングと生産性」に関する研究を行う．次に，第 3 章で，予防行動を促すものは何かを明

らかにする「健康資本と生産性」に関する研究を行う．最後に，第 4 章で，個人の選好が生産性

に与える効果を検証する「競争への選好と生産性」に関する研究を行う． 

第２章では，個人と企業のマッチングが生産性を高めることに注目し，企業が求める人材を惹

きつけるためにどのような採用活動を行うことが有効かを分析する．分析には，ジョブフェア会

場で収集した，雇用者と求職者の両方の情報を含むデータセットを用いる．求職者が複数の企業

ブースに訪問していることを利用して，パネルデータを作成することにより，個人の観測されな

い要因を固定効果として捉えた分析を行う．分析の結果，１日限りのジョブフェアであっても，

企業ブースでの採用活動が求職者の企業イメージの形成に影響を及ぼすことが示される．また，

企業ブースの従業員によって人材多様性が示されると，外国人求職者は企業への好感度を高め
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ることがわかる．さらに，企業ブースを介した企業イメージの改善の効果は，企業と求職者のス

キルが合致する，つまり個人と組織の適合性が高いと大きいことがわかる．したがって，採用活

動を充実させることは，将来高い生産性を発揮することが期待されるような求職者を惹きつけ

るために望ましい戦略であることが示唆される． 

第 3 章では，労働者の健康状態に注目し，疾病に対する注意喚起が予防行動に与える影響を分

析する．運送業者 A 社の協力を得て，社員を対象とした従業員調査とランダム比較化実験を行

う．実験では，ランダムに選ばれた社員に対して，熱中症への対策を促すメッセージを送る．メ

ッセージによる介入は，２種類の内容の異なる文章を提示する．熱中症は肉体労働の現場では，

夏場に深刻な問題になりうる病気の一つであり，かつ，生得的な個人属性に関わらず罹るため，

介入による因果効果を検証するのに望ましい性質を備えている．介入の効果である予防行動は，

今夏とろうと思っている対策の数によって測定する．分析の結果，注意喚起によって労働者のと

ろうとする対策が変わることが示された． 

第４章では，個人の行動を基礎づける選好に注目し，労働者の持つ競争への選好が生産性に与

える影響を分析する．競争選好は，生産性に直接関わる心理的特性であることに加えて，競争へ

の参加の意思決定や報酬インセンティブへの反応とも強く関係するものである．選好と生産性

の関係を捉えるためには，観察されない個人属性や内生性の問題に対処しなければならない．そ

こで，不況というマクロショックを操作変数に用いた推定を行う．その結果，競争への選好を持

つと労働意欲が高まることが示される．また，青年期に不況を経験すると，競争選好の形成が阻

害されることもわかる．これらの結果から，青年期の不況経験は，競争を嫌うことを通じて，長

期に渡り労働意欲の阻害要因となることが示唆される． 

本稿の全章を通した貢献は大きく 3 つ存在する．第一の貢献は，実証分析に必要な情報を得る

ために，独自調査を実施したことである．第 2 章では，ジョブフェアに参加した企業および求職

者の双方の行動を捉えたデータセットを作成する．第 3 章では，実験デザインを組み込んだ従業

員調査を実施してデータセットを作成する．第 4 章では，選好の形成に影響を及ぼすような個人

属性を細かく捉えたデータセットを作成する．こうしたデータセットを用いることで欠落変数

の問題に対処する． 

第二の貢献は，近年注目されている行動経済学や心理経済学で示唆される仮説を統計データ

を用いて検証したことである．第 2 章では，求職者に対して企業が情報を発信することが求職者

の態度を変容させることを示す．第 3 章では，注意喚起と健康投資の間の関係を示す．第 4 章で

は，不況という経済変数と競争選好の関係を示した上で労働意欲の低下を通じた生産性への影
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響の可能性を示す．行動経済学的特性は，実際の労働環境やフィールド実験によってその影響を

検証することは難しい．実際の労働者を対象として，行動特性と生産性の関係を示すことは，学

術的にも，政策エビデンスを提示するという意味でも重要である． 

第三の貢献は，データと分析手法を工夫することによって因果効果を示したことである．第 2

章では，求職者が複数の企業ブースを訪問することを利用して，パネルの固定効果で個人属性を

捉えることで内生性の問題に対処している．第 3 章では，ランダム化比較実験を行うことによっ

て，注意喚起が予防行動に与える純粋な効果を捉える．第 4 章では，過去のマクロショックを操

作変数に用いることで，選好が内生変数となる問題に対処している． 

本稿で示した結果から，職場環境の整備やメッセージ（テキスト）により，労働者がより望ま

しい行動をとることを促せる可能性が示される．行動を促す要因には，企業からの情報というミ

クロ的な環境変化から，景気というマクロな経済状況の変化まで，様々なものが考えられる．本

稿ではこうした要因が，就業マッチングや健康状態，労働意欲といった生産性の決定要因に影響

を与えることを示した．これは，企業の施策や政策の介入が，個人の生産性を高める可能性を示

唆する．そうした意味で，本稿は生産性を高める施策の立案における基礎的な資料を提示するも

のである． 
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第２章 企業の採用活動が就業マッチングに与える影響* 

2.1 はじめに 

人事施策の重要な目的は，組織の生産性を高めるための適切な人材を採用することである．適

切な人材の採用には，２つの課題がある．１つ目は，候補者のうち望ましくない者をふるい落と

すことである．誤ったタイプの人材を採用することは，労働者にかかるコストの増加や企業の利

益逸失につながりうる．２つ目の課題は，企業にとって望ましい者を惹きつけることである．正

しいタイプの人材を採用することは，企業の生産性を高めることが示されている（Carpenter and 

Gong 2016; Pallais 2014）． 

しかしながら，企業は採用前に求職者の能力を完全に知ることはできない．採用市場には情報

の非対称性が存在するためである．こうした状況において企業は，どのような施策をとれば，自

社にとって望ましい人材を惹きつけることができるだろうか．本章では，採用活動のうち企業と

求職者が対面する機会であるジョブフェアを対象として，企業が発信した情報に求職者がどの

ように反応するかを分析する． 

これまで採用活動に焦点を当てた実証分析は，あまり行われてこなかった．人的資源管理に関

する研究は，Oyer and Schaefer (2011) や Griffeth et al. (2013) が指摘するように，組織と職務の設

計の分析が大半を占めており，採用活動を対象とした実証分析は少ない．一方で，採用研究への

ニーズが高まっている．世界的なトレンドとして終身雇用を望む労働者が減少し，離職率が高ま

った結果，採用施策の重要度が増したためである．そのため，近年では採用活動に関する研究が

急速に蓄積されている． 

採用活動の実証分析が困難な理由として，まず企業による採用活動と労働者による求職行動

の両方の情報を含むデータを収集することの難しさがある．既存の実証分析のほとんどは，研究

の対象を企業か労働者のどちらかに限定している．企業が持つデータに基づいた採用活動の分

析や，労働者を対象とした調査を実施し求職行動を分析した研究は多くあるものの，企業と労働

者がどのように出会い，就職にいたるのかを実際の労働市場のデータを用いて実証的に示した

                                                           

* 本章は，“Job fairs and perceptions of company attractiveness: Evidence from Japanese companies recruiting 

overseas”(Karavasiliv, Yamanami, Kohara, 2018, 未定稿)を日本語に改め，加筆修正したものである．旧稿

は，The 9th International Research Meeting in Business and Management（in Nice, France），The 16th East Asian 

Economic Association International Convention（at the National Taiwan University in Taipei）の報告論文であ

る． 
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研究はほとんど存在しない．しかしながら，実際の採用の決定には，雇用主と求職者の双方の評

価が重要な役割を果たす（Da Motta Veiga and Turban 2014; Kristof-Brown et al. 2013）．  

本分析では，ジョブフェアに参加する求職者と企業の両方にアンケート調査を実施すること

で，就職活動のプロセスを労働需要側と労働供給側の両方の行動から捉える．ジョブフェアとは，

就職説明会および面接会のことを指す．企業は自社ブースを出展し，求職者と対面で企業情報を

発信する．企業と求職者の両方の希望が合えば，その場で面接が行われる．ジョブフェアに参加

した求職者と企業の双方に調査を実施し，得られたデータを結合することで，企業と求職者が対

応するマージドデータセットを作成する．こうした企業と求職者の両方の情報を含むデータセ

ットを構築して分析に用いることが本章の第一の貢献である． 

第二の貢献は，企業調査と求職者調査を対応させることで，企業と求職者のマッチングを捉え

た分析を行うことである．採用活動の目的は，ただ求職者を惹きつけるだけでなく，企業にとっ

て望ましい人材からの応募を増やすことである．つまり，平均的な採用活動の効果だけでなく，

企業が求める能力を持つ人材に対して採用活動が与える効果がより重要となる．本分析では，企

業が求める能力と求職者が強みとする能力が合致するマッチングの良いグループを作成し，そ

のグループにおけるジョブフェアの効果を検証する． 

第三の貢献は，観察されない個人属性を考慮して，企業の採用活動が求職者に与える効果を明

らかにすることである．本分析で対象としたジョブフェアは，求職者 1 人あたりの訪問ブース数

が多いという特徴を持つ．求職者は，平均して１人当たり 4 つ以上の企業のブースを訪問してい

る．この特徴を利用し，企業ブースを時系列データに見立てたパネルデータを作成する．パネル

分析を行うことで，求職者の固定効果を捉えた推定を行い，観察されない回答者の個人属性を取

り除いた上で，採用活動の効果を推定する． 

本章では，ジョブフェアでの採用活動が求職者に与える影響について，3 つの仮説を検証する．

第一に，求職者が抱く企業イメージは，ジョブフェアの企業ブースを訪問することによって変化

するかを検定する．第二に，企業ブースに配置される従業員の多様性が，求職者の抱く企業イメ

ージに与える効果を推定する．第三に，企業と求職者の能力がマッチするグループにおける，採

用活動の効果を検証する． 

分析の結果から，ジョブフェアは，一日限りの採用活動であるにも関わらず，求職者が抱く企

業イメージを形成することが示される．特に，外国人求職者に対しては，企業ブースに配置する

従業員を通して多様性を示すことが有効だとわかる．企業ブースを介した企業イメージの向上

は，企業属性や観察されない求職者の個人属性を考慮してもなお確認される．こうしたジョブフ
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ェアでの採用活動は，企業にとって望ましいスキルを備えた人材に対しても有効である．加えて，

企業ブースが求職者に与える効果は，マッチングの良いグループでは，より大きいことが示され

る． 

2.2 節では，採用活動における求職者の認知の形成と企業イメージとの相互作用について主要

な理論的背景を述べる．2.3 節では，調査デザインと収集されたデータを説明する．2.4 節では，

実証分析の結果を述べる．2.5 節では，分析結果の含意を述べ，今後の課題および本章の限界を

述べる． 

 

2.2 背景と分析の枠組み 

2.2.1 企業の採用活動と企業好感度 

企業の人事施策において，適切な人材を選別し採用することは重要である．特に，候補者の年

齢が低い場合，これまでの職歴などの情報がないために，採用の判断はさらに難しい（Pallais 

2014）．もし，誤ったタイプの人材を採用すると，労働者にかかるコストの増加や企業の利益逸

失につながりうる．一方で望ましい人材を採用できれば，企業の生産性は高まる（Oyer and 

Schaefer 2009; Carpenter and Gong 2016）．  

企業の採用活動のポイントは，誤ったタイプの候補者を振り分けることと，優秀な人材が応募

するよう惹きつけることである．こうした採用活動について，経済学や心理学ではこれまで多く

の研究が蓄積されてきた．代表的なものはスクリーニングである．採用市場では，求職者は自身

の生産性を知っているが，企業はその情報を持たない．そこで企業は，様々な契約やオプション

を提供する．たとえば，固定給与支払いの仕事と出来高払いの仕事があるとき，生産性が高いと

考えている求職者は出来高払いの仕事を選好しがちとなるだろう．企業が生産性の高い候補者

を雇いたいならば，出来高払いを提示することが有効になる．このように企業は，求職者に提示

する条件によって，求職者の自己選択を促し，望ましい人材が応募するようにインセンティブを

設計する． 

しかし，求職者が企業の提示する情報を処理し，合理的判断を行うよりも前に，その企業に応

募するかどうかを決めてしまう可能性が認知心理学の観点から指摘されている．人間は，情報を

認識する際に，その情報の内容だけでなく，その情報が誰または何によって提示されたかという

通信媒体の影響を受ける．こうした認知プロセスは，「精緻化見込みモデル」と呼ばれる．この

モデルでは，個人がある情報を受け取る過程には，(1) 個人の情報処理能力と，(2) その情報を



7 

 

 

受け取る動機の強さの 2 つが影響すると考える．処理能力と動機の両方が高い場合，受け手は情

報を一元的に処理する．すなわち，受け手は，その情報の内容を踏まえて評価を下す．他方で，

処理能力か動機のどちらかが不足する場合，受け手は情報の内容ではなく，その情報を取得する

以前に認識した情報，すなわち通信媒体や情報の送り手が誰であるかといった周辺情報に基づ

いて情報の内容を評価する．その結果，情報の内容を理解にバイアスが生じ，行われる判断は安

定性を持たなくなる． 

では，就職活動において，求職者はどのような採用活動から影響を受けるのだろうか．就職活

動は，企業と求職者がより良いマッチングの実現のために，互いに情報をやりとりするコミュニ

ケーションの場と捉えられる．コミュニケーションの有効性は，それを媒介するメディアに左右

される (Daft and Lengel 1984; Daft and Lengel 1986 )．メディアは，(1) 双方向コミュニケーショ

ンの機会，(2) 非言語的情報を含めた複数の手がかりを伝える能力，(3) 個人的な感覚を伝える

能力，(4) 言語の多様性という特性を持つとき，多くの情報を伝えることができる(Schmitz and 

Fulk 1991)．メディア特性に基づくと，やりとりされる情報の豊かさは，対面コミュニケーショ

ンが最も高く，続いてビデオとオーディオ，オーディオのみ，テキストのみの順になる (Adams 

et al. 1998) . Allen et al. (2004)は，これを採用活動に適用し，求人情報を伝達するために用いたメ

ディアそのものが，求職者の認識を形成する１要因となることを示した．特に求人広告は，求職

者が認識する企業との相性 (Roberson et al. 2005) ，組織の魅力(Walker et al., 2008) に影響を与え

る．また，求職者が求人広告そのものを評価するために費やす努力水準の決定 (Jones et al., 2006) 

にも影響を与えることが示されている．Cable and Yu (2006)は，ジョブフェアのような企業と求

職者の対面コミュニケーションの機会は，企業のウェブサイトや電子掲示板よりも，有効性が高

いと指摘する． 

 

仮説１：ジョブフェアでの採用活動は，企業と求職者が対面で情報を交換する機会を提供するこ

とを通して，求職者が抱く企業のイメージを高める 

 

ジョブフェアは，先行研究で検討されているその他の採用活動と比較しても，仮説１の検証に

適している．Low et al. (2013)は，企業がとりうる採用戦略を 12 カテゴリに整理している．具体

的には，(1) メディア内の広告，(2) 求人/移転，(3) ダイレクト/ウォークイン，(4) 従業員の紹

介，(5) 大学キャンパスの募集，(6) 雇用機関，(7) 内部募集/昇進，(8) 企業ウェブサイト/インタ

ーネット募集，(9) 求人情報，(10) インターンシップ，(11) 仕事の継承，(12) 政府の任命である．
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このうち，ジョブフェアは，対面式の相互作用を伴いながら，(5)大学キャンパスの募集ほど求職

者が限定されておらず，(10)インターンシップよりも早く効果が現れる採用施策に位置付けられ

る．実際に，ジョブフェアでの企業の情報発信が，応募者の認識に影響を与える可能性を指摘す

る研究もある(Da Motta Veiga and Turban 2014; Collins 2007; Barber 1998)．実際に Beam (2016) で

は，フィリピンにおいてジョブフェアがフォーマルセクターへの就職を促すことを示されてい

る．  

図 2.1 は，企業の採用活動が求職者の認識に与えるパスを示す．先述した精緻化見込みモデル

に基づくと，採用活動は求職者に直接的な影響を及ぼすのではなく，求職者の認識の形成に影響

を与えると予想される． 

 

2.2.2 人材多様性の顕示と企業好感度 

雇用主である企業もまた，求職者からはわからない私的情報を有する．たとえば，企業のみが

知っている情報として，職場環境，仕事上の責任や昇進の機会，その企業で働くことで得られる

経験などの情報などがある．企業はこうした情報をスクリーニングに用いることができる．Avery 

et al. (2004) , Avery (2003) は，求人広告が企業の職場環境を伝える情報として機能することを示

す．マイノリティの求職者は，企業からマイノリティを歓迎するような広告が提示されると，そ

の企業に対して好感を持ちやすい．この結果は，求人広告で人材の多様性を表明することが，外

国人や女性の求職者の応募を促す可能性を示唆する(Avery and McKay 2006)． 

日系企業の従業員に占める外国人材の割合は低いことから，これらの先行研究におけるマイ

ノリティを外国人求職者に置き換えても同じ議論が適用できると考えられる．ジョブフェアで

は，企業ブースの様子が，職場環境を示す広告の役割を果たすとすれば，企業ブース内の従業員

の属性の多様性は，外国人求職者が抱く企業イメージを高めると予想される． 

そこで，ジョブフェアの企業ブースのデータを収集し，ブース内の多様性が求職者に与える影

響を分析する．多様性の指標には，性別・国籍・年齢・服装といった企業ブースの見た目から判

断できる項目を用いる．具体的には，企業ブースに滞在している従業員のうち女性が占める割合，

日本人の割合，中高年の割合，フォーマルスーツを着用する者の割合を測定した．まず，性別や

国籍に著しい偏りがないことは，職場の人材多様性を示すと解釈できる．次に，年齢は，職位の

代理変数となりうる．ジョブフェアは，求職者への企業広報の場だけでなく，この場で面接を行

い内定を出すこともできる．そのため，求職者の立場に立ってみると，企業ブースに採用するか

どうかの意思決定ができる高い職位の従業員がいることは，外国人材の採用に対して企業が熱
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意を持っていることのシグナルになる可能性がある．最後に，企業ブースに配置された従業員の

服装が求職者に与えるイメージは，一概に解釈することは難しい．Bell and Davison (2013)は，服

装や企業ロゴなどのビジュアルと経営の関係についてサーベイを行ない，服装が企業風土と相

関を持つことを示している．本分析では，東南アジアにおける一般的な日系企業の従業員像がス

ーツであることから，スーツ着用率を典型的な日系企業であることを示す変数として解釈する． 

 

仮説２： 

ジョブフェアに配置される従業員の人材多様性は，外国人求職者が抱く企業イメージを高める 

 

2.2.3 個人と組織の適合性と企業好感度 

ジョブマッチングの質は，個人の生産性に影響を及ぼす．その理由の１つに．個人と仕事環境

の適合度が指摘されている．労働者は，個人と仕事環境の適合性が高いほど，企業や仕事に対し

て積極的に関与することがメタ分析によって示されている（Kristof et al. 2013）． 

就職活動において，求職者は，自身との適合性が高い企業を見極めて，応募するかどうかの選

択を行う．つまり求職者は，就職活動中に企業から提供された企業情報から，主観的な自身と企

業の適合性を評価し，この適合性が高いと判断するとその企業で働く意欲を高める．言い換えれ

ば，求職者は，主観的な信念を，企業ブースを訪問し情報を得ることによって，更新すると考え

られる．このとき，求職者が企業ブースを訪問することによって，マッチングが良いと判断すれ

ば，その企業に対する印象は大きく高まることが予想される．  

また，個人と仕事環境の適合性は，経営学の観点からも実証分析が蓄積されている．個人と組

織との適合性（Person- Organization fit）や個人と仕事との適合性（Person-Job fit），個人と上司と

の適合性（Person-Supervisor fit）など多くの分類がなされ，それぞれの側面で研究されている．

この中でも，採用活動においては，個人と組織の適合性（P-O fit）が重要であることが示されて

いる(Cable and Judge 1996)．Walker and Hinojosa (2013) は，個人と組織の適合性の認識が，求職

者の企業選択に影響を与えることを実証分析によって示す．求人広告は，適合性の認識を形成す

る要因の 1 つである(Ashforth and Mael 1989; O’Reilly et al. 1991)．これらの背景を踏まえると，求

職者は企業ブースを訪問し，企業が求める人材要件と自身の能力が合致すれば，そうでない者よ

りも印象を大きく高めることが予想される．他方で，合致しなければ，大きく下がると予想され

る． 
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仮説３： 

個人と組織の適合性が高いとき，採用活動が求職者の企業好感度に与える影響は大きくなる 

 

本分析では，適合性を判断するにあたって，語学力などのスキルだけでなく，性格などの個人

特性も考慮する．一般的に日系企業は研修や On the Job Training が充実しており，事後的に身に

つけられる技術は採用後に教育する企業が多い(Robinson 2003)．しかし，性格などの個人的な特

性は就職前の時点ですでに形成されている．そのため，日本企業は採用過程で，他の国よりも性

格面の適合性を大きく評価する傾向がある．したがって調査票では，スキルや個人的な特性が混

在する選択肢を提示している． 

 

2.3 推定モデル 

求職者が企業に対して抱く印象は，(1)企業ブースの様子，(2)企業属性，(3)個人属性によって

形成されると考える．𝑌𝑖𝑗は求職者 i が企業 j を訪問したことによる印象の変化分である．本分析

では，企業ブースを訪問することによる印象変化を捉えたい．アンケート調査では，企業ブース

の訪問前と訪問後のそれぞれについて，企業 A に対する印象を１から５点で尋ねている．訪問

後の点数から訪問前に印象スコアを引いた値，すなわち 𝑌𝑖𝑗 = 𝐼𝑚𝑝𝑟𝑒𝑠𝑠𝑖𝑜𝑛_𝑎𝑓𝑡𝑒𝑟𝑖𝑗 −

𝐼𝑚𝑝𝑟𝑒𝑠𝑠𝑖𝑜𝑛_𝑏𝑒𝑓𝑜𝑟𝑒𝑖𝑗を被説明変数として，企業への印象変化を以下の式に表す． 

𝑌𝑖𝑗 = 𝛼 + 𝛽𝐵𝑜𝑜𝑡ℎ𝑗 + 𝛾𝑋𝑖 + 𝛿𝑊𝑗 + 𝜆𝑖 + 𝜓𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 

Booth は企業 j のブースの特徴を表す変数である．X は求職者 i の個人属性を表す．W は企業

j の企業属性を示す．企業属性は，業種，直近１年間の採用人数，日本を除くアジア圏の支社数

および事業所数，ブース訪問前の印象スコアの３つの変数を含む．支社数や採用数は，東南アジ

アにおける企業の評判や実績の代理変数とする．ブース訪問前の印象スコアを説明変数に含め

る理由は，元々企業に対して高い印象を持っている場合，その企業に対する印象はあがりにくい

ためである． 𝜆𝑖は個人 i の固定効果，𝜓𝑗は企業の固定効果，𝜀𝑖𝑗はホワイトノイズである． 

この推定において，個人の固定効果𝜆𝑖を捉えることが重要となる．しばしば指摘される通り，

労働者個人が企業に抱く印象は，観察できない個人属性（主観的な要因）による部分も大きい．

これがどの企業ブースを訪問したかと関係してしまう場合，観察されない個人属性を考慮せず
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に OLS 推定すれば，誤差項の仮定が満たされず，推定量は不偏性を満たさない．たとえば，企

業ブースからの影響を受けやすい人ほど，積極的に多くのブースを訪問し，印象スコアが高まり

やすい可能性がある．この場合には誤差項の仮定が満たされない． 

そこで，私たちが注目するジョブフェアの特徴を活かす．今回調査を行ったジョブフェアは，

他のジョブフェアとは異なり，同一個人が複数のブースを訪問するという特徴がある．後に示す

通り，平均訪問企業数は 5 社であり，多くの人が，事前に訪問企業のターゲットを絞って参加す

るのではなく，参加企業の半分程度を吟味して回っていることがわかる．この特徴を用いて，個

人が複数企業について解答しているデータ構造（個人に関するパネルデータの構造）を用いた固

定効果モデルの推定を行い，個人の観察されない異質性に対処する．印象スコアが高まりやすい

といった個人の異質性を固定効果として捉えることで，バイアスを取り除き，企業ブースが求職

者に与える影響を検証する．誤差項を𝑒𝑖𝑗 = 𝜆𝑖 + 𝜀𝑖𝑗と仮定し，推定モデルを以下のように書き換

える１． 

𝑌𝑖𝑗 = 𝜋𝑜 + 𝜋1𝐵𝑜𝑜𝑡ℎ𝑗 + 𝜋2𝑊𝑗 + 𝑒𝑖𝑗 

注目する変数はブースの特徴𝐵𝑜𝑜𝑡ℎ𝑗である．検定する帰無仮説は𝐻0: 𝜋1 = 0である．帰無仮説

が棄却されると，ブースの特徴によって，求職者が抱く企業イメージが変化することが統計的に

支持される．𝜋1が正の符号をとる場合は，ブースでの採用活動によって企業イメージが高まるこ

とが示される．逆に，𝜋1が負の符号をとる場合は，ブースでの採用活動によって企業イメージが

下がることが示される． 

 

2.4 『ASEANにおける高度人材の求職活動調査』 

2.4.1 調査設計 

本章では，本分析の対象母集団を説明するために，調査を実施したジョブフェアの概要と，デ

ータセットについて説明する．調査は，ASEAN Career Fair (ACF 2017)という，2013 年から毎年

シンガポールで開催されているジョブフェアで実施する．日本企業２社が主体となって運営さ

                                                           

１ この推定において，Y は個人の印象の変化分（差分）を表す．よって，固定効果を取り入れなくて

も「高い印象スコアをつけやすい人」といった特徴がもたらす推定バイアスは取り除かれる．固定効果モ

デルで分析する理由は，差分を取ったとしても残るバイアス（印象スコアの増加分が大きい人）という特

徴がもたらすバイアス）に対処するものである．なお，次節の推定結果では，固定効果モデルの推定だけ

でなく，パネル構造をとらない最小二乗法の推定結果も示すことで頑健性を確認する． 
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れており，日本商工会議所，アセアン大学連合，大阪大学国際公共政策研究科が協賛組織に参加

する．ジョブフェアに出展した企業は日系企業 13 社，参加した求職者は 604 名であった． 

本分析で用いるデータセットは，ジョブフェア中に収集した 3 つの調査と，ジョブフェアへの

参加登録データの 4 つのデータソースから構築する．ジョブフェア中に，アンケート調査を実施

して収集した３つのデータの説明は後述する．ここでは，求職者がジョブフェアに参加するまで

のプロセスと，その過程で収集されるデータについて説明する． 

ジョブフェアの開催は，ASEAN 大学連合のネットワークを通じて各大学に告知される．

ASEAN 大学連合は，東南アジアの大学うち各国のトップクラスの大学によって組織された大学

ネットワークである．これらの大学での告知に加えて，ジョブフェア運営企業はインターネット

での広報活動を実施する．求職者は，これらの情報を見て，インターネットから参加登録を行う．

参加登録時に，求職者は自身の性別や国籍，所属する大学，卒業予定年，語学力，成績などのデ

モグラフィックデータを入力する．これが参加登録データである．分析では，この登録時のデー

タと，ジョブフェア中にアンケート調査で収集したデータを結合したデータセットを用いる． 

参加登録が行われた後，ジョブフェア運営企業は，参加者の選抜を行う．登録時に収集された

データに基づいて，ジョブフェアの参加条件を満たすかが判断される．選抜を行う理由は３点あ

る．１点目は，シンガポール以外の国籍を持つ学生に対して，会場までの交通費の支給を行うた

めである．２点目は，会場の都合から参加人数に制約があるためである．３点目は，ジョブフェ

ア参加企業を増やすためである．参加条件を満たした学生には，合格通知が送付される． 

ジョブフェアは，シンガポール空港近くにあるシンガポール万博会場跡地で行われる．ジョブ

フェアが開催される時間帯は，11 時から 17 時である．ほとんどの参加者は，開始時刻前に会場

に到着し，そのまま終了時刻まで会場内に留まる．求職者が会場に留まる時間が長いことは，

ACF の特徴の１つである．滞在時間が長い理由は，昼食や軽食が無料で振る舞われることと，

交通費の支給がジョブフェア終了時刻（16 時頃）に行われるためである．さらに，会場は，シ

ンガポール空港にほど近く，市街地までタクシーで片道１時間ほどかかる郊外に位置する．その

ため，ジョブフェアの途中で退出し，再び会場に戻ってくるのは難しい．その結果，求職者は，

事前にあまり興味がなかった企業ブースにも訪問し，一人当たりの企業ブース訪問数が平均し

て高くなっている． 
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2.4.2 求職者調査 

本節からは，ジョブフェア中に実施した調査の説明を行う．求職者調査は，ジョブフェアの会

場横に設置された調査ブースにて実施した．求職者は，ジョブフェアの参加受付の後，会場の入

り口で調査員によって調査票が手渡される．昼食休憩の後，調査員が会場を巡回し，調査票を提

出するように呼びかける．調査票を提出した参加者には，ペンやクリアファイルなどのささやか

な謝礼（一人当たり 100 円程度）が手渡される．これらの謝礼に加えて，提出時にくじ引きを実

施し，あたりを引けば少し高額なギフト（700 円程度）を手にいれることができる．ただし，回

答者は調査票にジョブフェア参加時に配布される受付番号を記載する必要があるため，同一個

人が謝礼を得ることを目的として複数回回答することはできない． 

回答数は，ジョブフェアに参加した 604 名のうち 436 名（73%）であった．得られた回答のう

ちジョブフェア参加登録時に収集したデータと結合できない者，訪問前後の企業ブースの印象

スコアがそれぞれ記入されており，分析に必要な変数が揃っていないサンプルを除き，残った

172 名のデータを用いる．求職者調査は，求職者が抱く企業イメージの変化に影響することが指

摘されるような，求職者のスキルセット，行動経済学的特性，仕事への価値観を含む（Rynes-Weller 

et al. 2013）． 

表 2.1 は，回答者の個人属性を示す．日系企業を対象としたジョブフェアであるが，日系企業

を第一志望としている者の割合は，53%にとどまる．専攻別にみると理系が多く 72%を占める．

また英語能力は平均的に高い一方で，日本語については話せない者も多い．ジョブフェアの参加

条件には，日本語能力は一切要求されていない．男性の割合は 53%で，性別はおよそバランスし

ている．国籍別にみると，インドネシアがもっとも多く，次にマレーシア，シンガポールと続き，

上位 3 カ国でサンプルの約 70%を占める．大学別にみると，バンドン工科大学（インドネシア）

がもっとも多く 18%である．ついでシンガポール国立大学（シンガポール）が 15%，ナンヤン工

科大学（シンガポール）が 12%である．その他の大学には，ASEAN 大学連合に含まれない東南

アジアの大学とオーストラリアやヨーロッパ，アメリカの大学が含まれる．これは，海外の大学

に留学している東南アジア国籍の求職者が多く参加していることを反映している． 

図 2.2 では，求職者がジョブフェア中に訪問した企業ブース数の分布を示す．訪問数について

最頻値は 4 である．ほとんどの求職者が２社以上の企業ブースを訪問していることがわかる．ま

た，13 社すべてを訪問した求職者も存在する．この訪問率は，海外で日系企業が出展するジョ

ブフェアでは極めて高い． 

推定の目的変数である，もっとも重要な設問は，企業ブースに対する求職者の印象スコアを訊
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ねたものである．求職者は，ブースを訪問する前に企業の印象を１から５点の間で点数づけする．

その後，実際に企業ブースを訪問し，もう一度その企業について１から５の点数をつける．訪問

後の企業の印象スコアから，訪問前の企業の印象スコアを引いた値が，企業ブースを訪問したこ

とによる印象の変化分となる．このとき，回答者が本当に企業ブースを訪問する前と後にそれぞ

れ回答を行なったかどうかを判断することはできない．求職者は，まだ企業ブースを訪問してい

ないにも関わらず，印象スコアを記入するかもしれない．これについては，調査票を企業ブース

を訪問する前に配布し，回収を十分に時間が経った後に行うことによって対処している． 

求職者調査で収集したサンプルの利点と限界について述べておく．まず本ジョブフェアの求

職者サンプルは，2 つの利点をもつ．１つ目は，事前に運営会社が選抜を行うため，成績や大学

について一定の条件以上の人材に限定されていることである．2 つ目は，サンプルの半数は日系

企業以外（欧米企業や他のアジア企業）を第一に志望していることである．日系企業に興味はあ

るものの，決めかねている求職者であると解釈される．このように，求職者サンプルは，個人の

異質性が抑えられており，かつ志望動機が必ずしも強くない求職者を多く含むという特徴を持

つサンプルであることから，採用活動の効果を検証するのに適している．一方で当該サンプルの

限界として，想定される母集団の特殊性がある．ASEAN 地域において，日系企業の人気は高く

ない．日系企業のジョブフェアに応募している時点で既に，求職者は日本や日系企業に対して好

意的な印象を持っている可能性が高い．そのため，本分析から得られる結果の解釈にあたっては

注意する必要がある． 

 

2.4.3 企業調査 

企業調査は，従業員単位ではなく参加企業ごとに調査票を配布する．調査票は，企業が応募者

に求めるスキルや，昨年の採用数などの会社に関する設問を含む．設問および選択肢は，求職者

調査と対応する．このため従業員調査と企業調査の回答を組み合わせることによって，企業が求

める能力と求職者が強みとする能力の適合性を測る変数を作成することができる． 

企業調査の対象は，ジョブフェアに参加した全企業（13 社）である．業種は様々であり，企

業規模は大企業に分類される企業がほとんどを占める．調査表の内容に加えて，東洋経済データ

ブックより，ASEAN における支社数をカウントし，これを ASEAN 地域における評判や実績を

表す変数として用いた． 
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2.4.4 企業ブース 

企業ブース調査は，調査員によって収集されるデータである．調査員はジョブフェア中にすべ

てのブースを巡回する．測定誤差が問題になることに対処して，記録される項目は，できる限り

客観的に判断可能なものとし，分析には調査員５名（うち２名は日本国籍ではない）の調査員の

回答の平均値を用いた．ブース調査は，ジョブフェア開始直後，中間，終了前の３時点で実施し

ている． 

企業ブースのデータは，調査員が各企業ブースを巡回して収集する．調査員は，ブースに配置

されている従業員の人数，年齢，性別，服装，プレゼンテーションの特徴，その他の視覚的特性

（看板の有無など）を記入する． 

表 2.2 では，企業属性および企業ブースの記述統計を示す．ブースに配置された従業員の人数

が自然数でないのは，調査員が記録した値の平均を用いているためである．ブースの多様性は，

各ブースに占める特定の属性の従業員の割合を用いる．ブースに占める女性比率の平均は約 40%

である．日本人比率は 63%，フォーマル比率は 44%，年長者比率は 48%であった．いずれの属

性についても標準偏差の値が大きいことから，企業ブースによって，これらの比率が大きく偏っ

ていることが確認される． 

 

2.4.5 労働者と組織の適合性 

求職者と企業のマッチング度合いを測定するために，学生と企業に対して同様の選択肢から

なる設問を訊ねた．選択肢は，語学力やプログラミングなどのスキルと性格特性の両方を含む 15

項目である．学生は，提示された 15 の選択肢から，就職活動における自身の強みだと認識して

いる項目を 3 つ選択する．企業は，応募者に求める項目を 15 の選択肢から 3 つ選ぶ．これらの

選択肢を個人と企業間で対応させ，求職者と企業の適合度を示す変数を作成する．適合度は 0 か

ら 3 の値をとり，平均は 1.06 個である．本分析では，1 つでも選択肢が合致すれば，適合度が高

いサンプルと見なす． 

表 2.3 では，求職者と企業の適合度の度合いによる個人属性の差を示す．列 2 では求職者と企

業のスキルがまったく合致しないグループの属性を示す．列 3 はスキルが１つ以上合致するグ

ループの属性を示す．性別や専攻などの個人属性は，グループ間で差がないことが確認される． 
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2.5 推定結果 

2.5.1 ジョブフェアによって企業イメージは変化するか 

まず，ジョブフェアによって，求職者の企業に対する印象が変化するか（仮説１）を検証する．

表 2.4 は，企業ブースを訪問する前につけた印象スコアと，訪問後の印象スコアの平均の差を検

定した結果を示す．訪問前の印象スコアの平均は 5 点満点中の 3.32 点である．訪問後は，0.41

点増加し 3.37 点である．帰無仮説 H0 は，「訪問前後で印象スコアに差がない」である．t 検定の

結果，有意水準 1%で帰無仮説が棄却される．つまり，企業ブースを訪問することによって，求

職者の印象スコアは有意に高まることが示される．したがって，ジョブフェアにおける採用活動

は，求職者が抱く企業への印象に変化を及ぼすことが示唆される． 

 

2.5.2 企業ブースの施策によって企業イメージは変化するか 

次に，企業ブースに配置された従業員の多様性が外国人求職者に与える効果を確認する．表

2.5 は，個人の区別なくすべてプールしたデータを用いた推定結果を示す．列１より，女性比率

の係数は 0.3736 をとり，有意水準 5%で統計的に有意である．つまり，企業ブースに配置される

従業員の女性比率が 1%高まると，ブースを訪問する前と比較して印象スコアが 0.37 点高まるこ

とがわかる．列２より，日本人比率については，1%の増加が，印象スコアを 0.44 点下げること

統計的に有意に示される．同様に，フォーマル比率の増加は，印象スコアを有意に 0.59 点下げ

る．列４より，年長者比率については，求職者の印象変化に与える効果は確認されない．したが

って，企業ブースに配置された従業員の属性は，求職者の企業イメージの形成に影響を与えるこ

とがわかる．特に，女性がいることは企業イメージを高める効果を持ち，日本人が多いこと及び

フォーマルな服装の者が多いと企業イメージは低下することが示される 

その他の説明変数について確認する．ブースを訪問する前の企業の点数は，負の係数をとり統

計的に有意である．訪問による印象の変化は，訪問前から高い印象を持つ場合，小さいことがわ

かる． 前年度に雇用した外国人の数は，企業の多様性を表す尺度と考えられる．前年度の採用

者数が多いほど，求職者が企業に抱く好感度は大きく高まることが有意水準 1%で統計的に有意

に示される．ブースに滞在する従業員の人数は，企業の印象が高めることがわかる．ブースの従

業員数が多い場合，その分企業の人件費は高くなる．また，求職者１人１人への説明も手厚くな

る．したがって求職者側からみると，採用活動に対して熱心な会社だというメッセージにつなが

り，印象が高まったと考えられる． 
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これまでの分析では，まずジョブフェアでの企業ブース訪問によって，求職者はその企業に対

する印象を変化させることを示した．この効果は，求職者の個人属性や企業の採用実績を考慮し

たとしても確認される．特に外国人求職者に対しては，職場の女性比率や外国人比率が高いこと

を示すことが企業イメージの改善につながることがわかった．ただし，こうした印象の変化と，

企業や個人属性を含む説明変数の両方に影響を及ぼすような，求職者の観察されない異質性が

存在する可能性は排除されていない．観察されない異質性が問題となる場合には，推定モデルに

置いた誤差項の仮定が満たされず，表 4 に示した推定結果は不偏性をもたない．そこで，次に，

誤差項が観察されない個人属性を含むことを認めた，固定効果モデルによるパネル推定を行う． 

表 2.6 では，固定効果モデルを用いて企業ブースが企業イメージに与える効果を示す．列１よ

り，女性比率が 1%高まると，企業の印象スコアは 0.32 点上昇することが有意水準 5%で統計的

に有意に示される．次に，列 2 より，ブースの従業員の日本人比率の高さは，印象スコアを 0.37

点下げることがわかる．列３より，フォーマル比率が高いことは，印象を 0.49 点下げることが

少なくとも有意水準 5%で統計的に有意に示される．列 4 より，年長者の比率は統計的に有意で

はなく係数の値も小さいため，企業イメージとの関係は確認されない．したがって，企業ブース

に配置される従業員について，女性の比率が低い場合，日本人比率が高い場合，フォーマルな服

装の比率が高い場合は，外国人求職者が抱くその企業への印象は下がる傾向があることが示さ

れる．この効果は，個人属性や企業属性を取り除いたとしてもなお存在する． 

企業ブースの様子が，求職者の抱く印象に与える影響は線形でない可能性がある．そこで訪問

後の印象スコアを５段階の順序変数と捉えた順序プロビットモデルを用いた推定を行なった．

加えて，訪問後に印象が改善する場合に１をとるダミー変数を被説明変数としたパネルプロビ

ットモデルを用いた推定も行なった．これらの推定モデルの示す結果は，ブースの人材多様性が

企業イメージを改善することを支持する結果であった． 

以上より，企業ブースに配置される人材の多様性は，求職者が抱く企業への印象を改善するこ

とが示される．ブースに配置された従業員の属性は，職場環境の人材多様性のシグナルとして機

能したと考えられる．求職者は，この視覚情報を受けて企業イメージを形成する．外国人求職者

は，女性の比率や外国人比率が高いといった職場の人材多様性があることを示す情報が示され

ると，その企業に対する印象を改善しやすいことが示される． 

 

2.5.3 個人と組織の適合度が高いと印象の変化は大きくなるか 

では，企業ブースでの採用活動は，企業が求めるような人材に対しても効果があるのだろうか．
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個人と組織の適合度が高いサンプルに限定してブースの多様性が企業の印象変化に与える効果

を推定する．ここで適合度の高いサンプルとは，企業の求める能力と求職者自身の強みが１つ以

上合致するグループのことを指す． 

表 2.7 のパネル B は，適合度の高いサンプルについて固定効果モデルで推定した結果を示す．

パネル A には比較のためにサンプル全体での推定結果を記載している．ブースの多様性が企業

に対するイメージを高める効果は，適合度の高いグループについても確認される．それぞれの係

数を確認すると，いずれについても，サンプル全体での推定結果より大きい値をとる．したがっ

て，個人と組織の適合度が高い人は，そうでない人よりも企業ブースの効果を強く受ける可能性

が示唆される． 

 

2.5.4 個人の異質性によって採用活動の効果に差があるか 

最後に，求職者の個人属性が，企業イメージの形成に与える影響を検討する．推定モデルの節

説明したように，パネル分析を用いて固定効果を取り除くことで，企業イメージの形成と相関す

るような観察されない個人属性がもたらすバイアスに対処している．ただし，個人の異質性によ

り，ブースの多様性が企業へのイメージ変化に与える影響が異なる可能性がある．そこで，ブー

スの多様性と求職者の性別の交差項を説明変数に加えた推定を行う．求職者の性別は，職探しの

行動やキャリア形成に影響を与えることが指摘されている．Wiswall and Zafar (2018) は，大学生

を対象とした表明選好分析から，男性は賃金上昇率に大きく反応するが，女性は福利厚生や労働

時間のフレキシビリティに強く反応するというように，性別によって企業選択の軸が異なるこ

とを示している．性別と企業選択の関係が強ければ，企業ブースから受ける影響の大きさが性別

で異なる可能性がある． 

推定の結果，求職者は，性別に関わらず企業ブースの訪問によってその企業への印象を高める

ことが示される．特に，企業ブースの従業員に占める女性の割合とフォーマルウェアの着用比率

の影響は，男性の求職者により大きく影響を及ぼすことが示される．また，年齢の高い従業員の

比率は，求職者の性別によって異なる印象を与える可能性がある．男性求職者では，従業員の年

齢が印象スコアに与える影響はほとんどない．一方で，女性求職者の場合，統計的に有意ではな

いものの，年長者比率が高いと印象が下がる傾向が示される．一般的に，日系企業では年長者に

占める女性の割合が低い．今回のジョブフェアにおいても，企業ブースに占める女性の割合と年

長者の割合は負の相関を持つ．そのため，企業ブースの年長者比率の高さは，女性の求職者にと

って，企業内でのキャリアアップの難しさを示すシグナルとして受け取られた結果，印象が下が
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ることが示唆される． 

 

2.6 おわりに 

本章は，独自調査を設計して収集した同一の労働市場に存在する雇用者と求職者の両方を捉

えたデータセットを用いて，企業が求職者の抱く企業イメージに与える影響を分析した最初の

研究である．準実験デザインにより固定効果を捉えることで，観察されない個人の異質性に対処

し，企業の採用活動が求職者の企業イメージに与える因果効果を明らかにする．実証分析の結果，

以下の結論が得られる．これは，採用活動における精緻化見込みモデルの妥当性を支持するもの

であり，先行研究で示されてきた少数派の雇用に関する分析結果を裏付けるものである． 

(1) 一日のみの採用活動であっても，求職者の抱く企業イメージを高めることができる．  

(2) 性別，国籍，年齢，服装によって企業内の人材多様性を示すことは，外国人の求職者の企業

イメージの形成に重要な役割をもつ． 

(3) ジョブフェアによる採用活動の効果は，求職者のスキルや性格特性が，企業が求める資質

と合致している，すなわち個人と組織の適合度が高い求職者ほど大きい． 

本分析では，ASEAN における高度人材を対象としている．異なる属性を持つ求職者について

も，同程度に企業イメージが高まることを検証するには，さらなる研究の蓄積が必要である．

Rynes-Weller et al. (2013) は，求職行動分析の多くは，新規学卒者を対象にしていることを指摘し

ている．本分析で用いたサンプルは，就職を控えた大学生から構成されている点で，これまで蓄

積されてきた研究に連なるものである． 

最後に，本章で行った分析の限界を述べておく．本ジョブフェアは，参加企業が日系企業に限

られるため，日系企業や日本にあらかじめ興味がある学生にサンプルに限定されている．そもそ

も日本への関心が高いことため，一般的なジョブフェアの参加学生よりも熱心にブースを訪問

し，積極的に情報収集した可能性がある．よって，本分析の結果はジョブフェアの効果を大きく

捉えているかもしれない．企業の国籍と学生の個人属性の組み合わせを考慮した，より精度の高

い結果を示すことは，今後の課題としたい． 
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図 2.1 採用活動を通して求職者が抱く企業イメージ 
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図 2.2 訪問ブース数の分布 

 

注．サンプル数は n=172 である． 
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表 2.1 A 求職者の個人属性 

 
平均値 標準偏差 最小値 最大値 

訪問数 6.058 3.470 1 13 

日系企業が第一志望 0.535 0.500 0 1 

男性 0.535 0.500 0 1 

理系 0.721 0.450 0 1 

英語能力 6.174 1.062 1 7 

日本語能力 2.122 1.352 1 6 

GPA 3.531 0.529 2 5 

現在の生活水準 6.878 1.495 3 10 

15 歳時点の生活水準 5.767 1.687 2 10 

注．観測数はすべて n=172 である．推定に用いる変数が欠けているものはサンプルから除いて

いる． 

 

表 2.1 B 求職者の国籍 

国籍 人数 割合 

インドネシア 52 30.23 

マレーシア 35 20.35 

シンガポール 34 19.77 

フィリピン 21 12.21 

中国 11 6.4 

タイ 8 4.65 

ベトナム 7 4.07 

ミャンマー 2 1.16 

インドネシア 2 1.16 
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表 2.1 C 求職者の所属大学 

大学名 人数 割合 

Bandong Institute of Technology 31 18.02 

National University of Singapore 26 15.12 

Nanyang Technological University 21 12.21 

Ateneo de Manila University 12 6.98 

Universiti Malaya 6 3.49 

De La Salle University 6 3.49 

Universitas Gadjah Mada 5 2.91 

Universiti Sains Malaysia 4 2.33 

Vietnam National University 2 1.16 

University of the Philippines 1 0.58 

Singapore Management University 1 0.58 

Chulalongkorn University 1 0.58 

Mahidol University 1 0.58 

その他の大学 55 31.98 

 

 

表 2.2 参加企業の記述統計 

 
平均値 標準偏差 最小値 最大値 

採用人数 4.666667 5.42022 0 20 

日本を除くアジア圏の支店数 21.75 31.10137 2 95 

ブース人数 4.433081 2.907871 1.636364 10.5 

ブース内従業員 
    

- 女性比率 0.3886905 0.3161025 0 1 

- 日本人比率 0.6292088 0.3171559 0 1 

- フォーマル比率 0.4430916 0.250502 0.0666667 1 

- 年長者比率 0.4767857 0.308159 0 0.9333333 

注．採用人数に無回答だった 1 社をのぞいた 12 社について示す． 
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表 2.4 個人と組織の適合度別の記述統計 

  
サンプル全体 

スキルがマッチする数 

  ０個 １個以上 

企業好感度    

訪問前の印象スコア 3.3242 3.2825 3.3370 

 
(0.8935) (0.8626) (0.9030) 

訪問後の印象スコア 3.7352 3.6592 3.7587 

 
(0.9560) (0.8626) (0.9690) 

ブースの様子    

ブースの人数 4.3511 3.8815 4.4963 

 
(2.7057) (2.0177) (2.8712) 

女性比率 38.8% 38.6% 38.8% 

 
(0.2928) (0.3120) (0.2869) 

日本人比率 62.8% 62.8% 62.8% 

 
(0.2982) (0.3051) (0.2962) 

フォーマル比率 43.8% 41.4% 44.6% 

 
(0.2368) (0.2330) (0.2376) 

年長者比率 47.7% 47.0% 47.9% 

 
(0.2986) (2.0177) (0.2982) 

職探しにおいて重視すること       

賃金が高い 28.2% 21.1% 30.4% 

 
（0.4501） （0.4088） (0.4602) 

労働時間が短い 8.2% 8.1% 8.3% 

 
（0.2749） （0.2741） (0.2753) 

昇進機会がある 51.7% 53.8% 51.0% 

 
（0.5） （0.4997） (0.5002) 

仕事内容が魅力的 26.1% 29.1% 25.1% 

 
（0.4392） （0.4555） (0.4339) 

企業内研修が充実している 24.2% 25.1% 23.9% 

 
（0.4282） （0.4346） (0.4265) 

企業風土 19.4% 18.8% 19.6% 

 
（0.3955） （0.3919） (0.3969) 

福利厚生 21.2% 25.1% 20.0% 

  （0.4088） （0.4346） (0.4001) 

マッチするスキルの平均 1.06   

求職者数 172 106 165 

観測数 944  223 721 
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表 2.4 企業ブース訪問による求職者の抱く企業イメージの変化 

 
 平均 標準偏差 平均の差 t 値 

企業に対する印象 
訪問前 3.3242 0.8935 

0.4110 11.9193*** 
訪問後 3.7352 0.9560 

注．観測数は 944 である．***は有意水準 1%で統計的に有意であることを示す． 
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表 2.5 企業ブースに配置された従業員の多様性が企業イメージに与える効果 

  

被説明変数：ブース訪問前後の印象変化 

（訪問後の印象スコア−訪問前の印象スコア） 

ブース内の多様性         

女性比率 0.3736** 
   

 
(0.1325) 

   

日本人比率 
 

-0.4434* 
  

  
(0.2180) 

  

フォーマル比率 
  

-0.5925*** 
 

   
(0.1099) 

 

年長者比率 
   

-0.0462 

        (0.1076) 

ブース内の従業員数 0.0446* 0.0538* 0.0288* 0.0230 

 
(0.0204) (0.0262) (0.0158) (0.0150) 

企業属性 
    

前年の採用者数 0.1682*** 0.2010*** 0.1591*** 0.1246*** 

 
(0.0240) (0.0441) (0.0185) (0.0274) 

アジア圏の支社数 0.0039* 0.0053* 0.0028* 0.0013 

 
(0.0018) (0.0029) (0.0014) (0.0016) 

求職者属性 
    

日系企業が第一志望 -0.0261 -0.0289 -0.0275 -0.0329 

 
(0.0652) (0.0644) (0.0653) (0.0643) 

日本語能力 -0.0418* -0.0417* -0.0410* -0.0425* 

 
(0.0227) (0.0226) (0.0227) (0.0223) 

訪問前の印象スコア -0.6526*** -0.6514*** -0.6542*** -0.6443*** 

 
(0.0381) (0.0386) (0.0382) (0.0359) 

     

定数項 1.5981*** 1.8958*** 2.1694*** 1.9899*** 

 
(0.4334) (0.4186) (0.4665) (0.4462) 

     

その他の説明変数 YES YES YES YES 

決定係数 0.373 0.372 0.375 0.368 

注．1. ()内は id でクラスター化した標準誤差を示す，***，**，*はそれぞれ有意水準 1%，5%，10%で統計的に有意で

あることを示す．2. その他の説明変数には，性別，国籍，大学，専攻，GPA，現在の生活水準，15 歳時点の生活水準，

英語能力，日系企業の給与に対する印象，日系企業の労働時間に対する印象，業種が含まれる． 
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表 2.6 企業ブースに配置された従業員の多様性が企業イメージに与える効果（パネル推定） 

  

被説明変数：ブース訪問前後の印象変化 

（訪問後の印象スコア−訪問前の印象スコア） 

 
(1) (2) (3) (4) 

ブース内の多様性         

女性比率 0.3171** 
   

 
(0.1268) 

   

日本人比率 
 

-0.3681** 
  

  
(0.1748) 

  

フォーマル比率 
  

-0.4867*** 
 

   
(0.1700) 

 

年長者比率 
   

-0.0598 

        (0.1456) 

ブース内の従業員数 0.0571** 0.0643** 0.0434** 0.0395* 

 
(0.0236) (0.0265) (0.0209) (0.0223) 

前年の採用者数 0.1623*** 0.1883*** 0.1534*** 0.1270*** 

 
(0.0374) (0.0498) (0.0332) (0.0359) 

アジア圏の支社数 0.0050** 0.0062** 0.0041** 0.0028 

 
(0.0022) (0.0027) (0.0019) (0.0018) 

訪問前の印象スコア -0.6693*** -0.6673*** -0.6722*** -0.6578*** 

 
(0.0623) (0.0621) (0.0625) (0.0616) 

求職者の固定効果 YES YES YES YES 

業種ダミー YES YES YES YES 

定数項 1.7699*** 2.0349*** 2.2680*** 2.0816*** 

 
(0.3053) (0.2557) (0.2465) (0.2487) 

決定係数 0.277 0.275 0.279 0.271 

注. ()内は id でクラスター化した標準誤差を示す，***，**，*はそれぞれ有意水準 1%，5%，10%で統計的に有意であるこ

とを示す． 

 



28 

 

 

表 2.7 個人と企業の適合度と企業イメージの変化 

  

被説明変数：ブース訪問前後の印象変化 

（訪問後の印象スコア−訪問前の印象スコア） 

Panel A. サンプル全体 (Table 5) 

女性比率 0.3171** 
   

 
(0.1268) 

   

日本人比率 
 

-0.3681** 
  

  
(0.1748) 

  

フォーマル比率 
  

-0.4867*** 
 

   
(0.1700) 

 

年長者比率 
   

-0.0598 

    
(0.1456) 

    
    

観測数 944 944 944 944 

決定係数 0.277 0.275 0.279 0.271 

Panel B. 求職者の強みと企業の求めるの能力が合致するサンプルに限定 

女性比率 0.3748** 
   

 
(0.1444) 

   

日本人比率 
 

-0.4561** 
  

  
(0.2017) 

  

フォーマル比率 
  

-0.5714*** 
 

   
(0.1882) 

 

年長者比率 
   

-0.0905 

    
(0.1672) 

    
    

観測数 721 721 721 721 

決定係数 0.279 0.277 0.282 0.271 

注．1. ()内は id でクラスター化した標準誤差を示す，***，**，*はそれぞれ有意水準 1%，5%，10%で統計的に有意であ

ることを示す． 
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第３章 職場環境が労働者の労働意欲に与える影響:職場における注意喚起に着目して* 

 

3.1 はじめに 

健康状態は労働生産性の重要な決定要因である．人的資本の蓄積が労働生産性を高めるよう

に，健康への投資は健康資本の蓄積を通じて労働生産性に影響を及ぼすことが指摘されてきた

（Grossman 1972 ; Currie and Madrian 1999）． 

健康が生産性の向上につながることを受けて，近年では，働き方改革の一環として健康経営が

組み込まれている．多くの企業が，従業員の健康増進を目的として様々な施策に取り組んでいる．

しかしながら，健康状態の向上を目的とした有効な施策を実施することは難しい．まずサンプル

セレクションの問題がある．こうした施策に参加する者は，参加前の時点ですでに高い健康意識

を持つ場合が多く，真に効果を見たい者はサンプルから落ちやすい．また，企業が主体となって

効果を測定する場合，雇用主と被雇用者の関係にあるため，社員は健康状態の情報を従業員が開

示したがらない，または実際よりもより良く健康状態を申告するインセンティブを持つ． 

本章では，A 社の協力のもとで社員を対象に健康に関する注意喚起が社員の予防行動に与え

る影響を分析する．サンプルは，調査対象部署のほぼ全従業員を含んでおり，欠測データが極め

て少なく，セレクションの問題が起こりにくい．分析手法は，ランダム化比較実験を用いる．調

査中に，無作為抽出された労働者に対して熱中症の対策への注意喚起を行い，介入の有無によっ

て熱中症の対策数が異なるかを検証する．データは，オンラインで実施した従業員調査のデータ

に加えて，社員の生産性や労働時間を含む企業データを用いる． 

本分析の第一の貢献は，現実の労働者を対象として調査を実施することである．A 社は運送業

者である．運送業者を含む肉体的負荷の高い業種で働く労働者は，一般的に最終学歴が高校卒業

や専門学校卒業が多いことや，喫煙率が高いなど健康に対する意識が低い労働者が多い傾向が

ある．本分析では，健康増進を目的としたプロジェクトに自主的に参加しないようなアプローチ

しづらい労働者を対象とすることで，これまでの研究に新たな知見を加えるものである． 

第二の貢献は，分析に適した疾病を用いることで注意喚起が予防行動に与える因果効果を検

証したことである．現業職において，健康状態は生産性に直結する．肉体労働が伴う職場では，

                                                           

* 本章は，「注意喚起と労働者の健康意識の向上」（小原，納田，山並，2018，未定稿）を加筆修正した

論文である． 
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夏場の熱中症は重大な課題である．実際に，消防庁の搬送データをみると，30 代から 50 代の熱

中症のほとんどは職場で発生しているために企業の関心は高い．A 社も，熱中症対策を施した作

業着を支給するなど注意を払っている．加えて，熱中症は個人の生得的な性質に依存せずかかり

うる病気である．生まれつき身体が丈夫であるかどうかに関わらず，適切な対策をとらなければ

かかりうる．逆に言えば，適切な対策さえとれていれば，防ぐことができる病気である．したが

って，分析者からみれば，実験において影響しうる観測されない要因を制御しやすい．熱中症と

いう現場で実際に重要であり，かつ実験に適した病気を対象にしたことが第二の貢献である． 

第三の貢献は，行動経済学が指摘する不確実性下での意思決定時に生じるバイアスが，熱中症

の予防行動の意思決定にも影響を及ぼすことを示した上で，適切なメッセージの送付によって

そうしたバイアスを取り除き，予防行動を促せることを実証したことである． 

分析の結果，熱中症の注意喚起によって，労働者がとる対策は異なることが示される．熱中症

の対策をとることの利得が強調されると，対策数は低下する．一方で，対策をとらないことの危

険性を訴えると，対策数は増加する． 

 

3.2 先行研究と分析の枠組み 

健康行動はどのように形成されるのだろうか．経済学において，健康行動をモデルに取り入れ

た代表的な研究は，Grossman (1972) の健康資本モデルである．Grossman (1972) は，健康を人的

資本のひとつと捉えて，健康ストックが労働供給を通じて生産性を高めることを示した．健康ス

トックは，労働者が労働生産活動に費やす時間の増加を通じて，所得の上昇に寄与する．所得や

時間を健康増進のために使うことによって，健康ストックは増やすことができる．このモデルに

基づけば，教育は健康に影響を及ぼす重要な変数となる． 

教育は，いくつかのパスを通じて，効率的な健康資本投資を促す．そのパスの１つが，より質

の高い健康情報へのアクセスである．教育水準が高いと，健康情報の質を判断することや，より

良い医師を見つけることができることなどが期待できるため，健康への投資のリターンが大き

くなる．健康に関する情報の効果に着目して，メッセージを送ることと予防行動の関係性が分析

されてきた．Dupas (2011) は，HIV の感染率を下げるために，HIV 罹患率と性行為のリスクに関

する情報を与えることが効果的であることを示している．ここでは，情報を提示することが，望

ましい行動の変化を促している．一方で，Wisdom et al. (2010) では，肥満を防ぐために，ファス

トフード店でカロリーに関する情報を提示することが食品の選択に与える影響を分析した結果，

選択は変化するものの総摂取カロリーは変わらないことを示した．カロリーの表示は，より低い
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カロリーのメニューの選択を促す一方で，サイドメニューでは，より高カロリーの選択に変化す

る．その結果，食事全体でみると変化が見られなかった．このように，健康に関する情報を提示

することは，個人の行動に影響を与えるものの，適切にデザインしなければ，望ましいアウトカ

ムに結びつかない可能性もある． 

予防行動に関する情報が機能しない要因は，健康への投資は将来の健康状態への投資である

ために，判断に系統的なバイアスが生じることである．健康への投資は，すぐに成果が出るわけ

ではない．たとえば，喫煙や肥満は，長期的な健康に影響を及ぼす．健康行動とリスク選好の分

析の嚆矢となった研究である Viscusi (1993) は，喫煙による肺がんリスクが，実際よりも過大に

見積もられることを示している．また，Smith et al (2001) は，喫煙者と非喫煙者のリスク認識の

差に注目し，喫煙者は喫煙に関する健康ショックに大きく反応するものの，その他の健康ショッ

クに対しては楽観的な予想を持つことを示した．Khwaja et al (2007) では，直近に喫煙経験があ

る場合，自身の寿命を実際よりも長く予想することを示している．これらの研究は，喫煙行動に

ついて，喫煙者は自身の健康リスクを過小に評価する傾向があること，すなわち自信過剰バイア

スを持ちやすいことを意味している． 

一方で，健康リスクは過大に評価されやすいことを示す研究もある．Smith et al (2001) では，

喫煙者は，喫煙に関わる健康ショックを経験すると，自身の死亡リスクを過大に評価することを

示す．また Carman and Kooreman (2014) は，ドイツの行政データを用いて，インフルエンザや乳

がんへの主観的な罹患確率は，客観的な罹患確率よりも過大に評価されることを示した．このよ

うに，個人が形成する主観的な罹患予想は，個人属性や過去の疾病経験によって，過大もしくは

過小に評価される． 

本分析では，予防行動の意思決定に生じるバイアスに着目し，メッセージのフレーミングによ

って予防行動への影響が異なるかを分析する．ランダム化比較実験を行い，熱中症の予防を呼び

かける２種類のメッセージを送る．熱中症は，夏場の肉体労働の現場において最大の懸念の１つ

である．また，適切な対策を実施すれば，罹患を防ぐことができる．そのため，分析上観察でき

ない，身体の丈夫さなどの遺伝的要因に関わらず，すべての人に降り懸かりうる疾病である．し

たがって，メッセージが予防行動に影響を与えるとすれば，その因果効果を捉えるのに望ましい

性質を持つと言える． 

 

仮説１ メッセージによる注意喚起を受け取ると，労働者の予防行動は変化する 

仮説２ 熱中症の注意喚起のメッセージの内容によって，労働者の予防行動に差がある 
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3.3 『働く環境と健康に関する調査』 

3.3.1 調査設計 

健康経営に関心をもつ A 社の協力のもと，社員を対象とした従業員調査と熱中症対策に関す

るランダム化比較実験を実施した．調査は，大阪府商工労働部と大阪大学国際公共政策研究科が

主体となって行う．2017 年 10 月から 3 月にかけて大阪府商工労働部は，従業員の健康や生産

性，採用，定着に関する調査を実施できる企業を募集し，数社から打診を受けた．2018 年 4 月

に，打診のあった企業のうち A 社と調査の実施について合意した．2018 年度中に 3 回の調査が

予定されている．本分析は，7 月に実施した第一回調査を用いる． 

調査では，回答のバイアスをできる限り避けるために，回答者に対して，大学および行政が調

査主体だと強調する．行政と A 社，大学の３者は互いに無報酬で調査を実施する．調査依頼文

は，差出人名義を研究者とし，大阪府商工労働部と印字された封筒に入れて，封をされた状態で

配布される．従業員調査から得られた回答は，個人が特的できる状態で企業に返却されることは

ない．これにより，調査の中立性を保ち，従業員が企業からの評価を考慮して回答を修正するイ

ンセンティブを排除する． 

個人情報保護の観点から，分析者が個人を特定しうる情報に触れることがないよう細心の注

意を払っている．社員には調査のために新規に ID が割り当てられる．企業はこの ID と社員番

号を対応させた後，社員番号や氏名などの個人情報を除いた企業データを分析者に提出する．分

析者は，調査 ID を用いて企業データと従業員調査が対応するデータセットを作成する．こうし

た手順をとることによって，分析者はデータセットから個人を特定できない．また，こうした手

順をとることで，A 社も介入実験の対象となった社員を知ることができない．そのため，本実験

で施される介入以外はグループ間で同質であると仮定される． 

 

3.3.2 従業員調査 

A 社は，関西に拠点をもつ運輸業者である．A 社のうち，貨物の輸送を行う輸送部，港湾で貨

物の積み下ろしを行う作業部，社内業務を行う事務部の３つの部署が調査対象となる．サンプル

の特徴について，年齢，教育年数，勤続，健康習慣を確認する．従業員の平均年齢は 41 歳であ

る．最年少は 19 歳，最年長は 68 歳である．最終学歴は，従業員の 58%が高等学校卒業であり，

教育年数の平均は 12 年である．また，従業員の 80%が中途採用，残りの 20%は新規学卒者が占

める． 
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従業員調査は，2018 年 7 月にオンライン上で行った．社員一人ひとりに対して，調査ウェブ

サイトの URL および QR コードを配布する．社員は，事前にランダム割り当てに基づき３つの

グループに分けられる．社員へ配布する回答 URL は，割り当てグループによって異なるため，

社員は自身のグループに対応した調査票へ誘導される．回答は，コンピューター，スマートフォ

ンまたはタブレットから行う．社員が割り当てに従うよう，URL の記載された調査依頼文には，

第三者機関（大阪府労働部）によって個人名が挿入されている．実際に，収集したデータの調査

ID を見ると，ランダムに割り付けたグループに従って回答していることが確認される．調査対

象は，A 社内で合意がとれた部署に所属する全社員である．調査設問は，健康状態や主観的労働

生産性を含む．健康は，身体的不調だけでなく，精神的な健康状態も訊ねた１． 

 

3.3.3 介入実験 

従業員調査の途中で，ランダムに選んだ回答者に対して熱中症の注意喚起を行う．注意喚起に

よって従業員の行動が変わるかを検証するために，ランダムに分けられた３つのグループのそ

れぞれに以下の介入を行う． 

(処置群１)  熱中症にかからないことのメリットを提示する 

(処置群２)  熱中症にかかることの危険性を提示する 

(参照群)   なにも届かない 

これらのグループのうち１と２を処置群，３を参照群とする．いずれのメッセージが提示され

るかは，調査依頼文に記載されている回答サイトの URL および QR コードよって異なる．その

ため，回答者は事前に自分がどの介入を受けるかを知ることはなく，また他の回答者の介入内容

を見ることもない． 

図 3.1 は，実際に提示した介入画面と，注意喚起のメッセージ内容を示す．回答者は，およそ

半分の設問に回答した時点で，これらのメッセージ画面に直面する．処置群１では，熱中症の対

策をとることによって，夏を快適に過ごすことができるというメッセージが入る．処置群２では，

熱中症は誰しもかかりうるものであり，重篤な健康被害を受ける可能性があるというメッセー

                                                           

１ 調査対象者は A 社の管理職を除くほぼ全社員であり，ほぼ母集団と言える．ただし，一社に限定した

調査であるため，他の企業でも同様の結果が得られるかはわからない．この外的妥当性の検証について

は，今後の研究課題として残される． 
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ジが入る．参照群では，こうした画像の表示はなく，そのまま設問が続く．介入画面は日本でも

っとも使用されているトークアプリを模したデザインとした．トークの相手には，全国消防イメ

ージキャラクターの「消太くん」を採用した．「消太くん」は，消防庁による熱中症予防啓発に

も登場する．対策をとることの利得と損失を強調するために，休暇を楽しむ人のイラストと暑さ

により倒れる人のイラストを挿入した． 

 

3.3.4 データ 

本章で用いるデータは，従業員調査より収集したデータと，A 社から提供を受けた企業データ

である．企業データは，各従業員の属性や勤務開始年月日，役職に加えて，月ベースの各人の生

産性を含む． 

A 社は，関西圏の運送業者である．調査対象部署は，運転業務，作業業務，事務の３つの部署

であり，対象者は 56 人であった．このうちほぼ全員である 53 名から回答が得られた．回答者に

対しては，大阪大学から謝礼として QUO カード 300 円と菓子を渡している．回答期間の中頃に

謝礼を渡すことで，大阪大学からの謝礼があることを従業員に周知し，できる限り回答率を高め

ている． 

熱中症については，今夏とりたい熱中症の対策内容，熱中症が疑われる症状の有無，罹患予想

確率を訊ねている．特に重要な変数は，熱中症の対策である．「熱中症にかからないため，今夏

が終了するまで，どのような予防策をとろうと思いますか．あてはまるものをすべて選んで下さ

い」という設問への回答を用いる．回答の選択肢は，すべて熱中症予防の対策として正しいもの

である．選んだ選択肢の数を，今夏の熱中症対策数として被説明変数に用いる． 

熱中症対策に関する設問に加えて，熱中症が疑われる症状の有無を訊ねている．回答者が，回

答時点ですでに熱中症にかかった経験をもつ場合，介入内容に関わらず熱中症対策に敏感にな

っていることが予想される．今年に入ってからひとつでも熱中症の可能性がある症状がある場

合に１をとるダミー変数を作成し，説明変数に用いる． 

熱中症の罹患予想確率について，「あなたはこれから１か月のあいだに熱中症及び夏風邪にか

かる可能性がどれくらいあると思いますか，かかる可能性を０％（かかる可能性が極めて低い）

から，１００％（かかる可能性が極めて高い）のあいだでお答えください．」の回答を用いる．

熱中症の罹患予想確率と同時に，夏風邪の罹患予想確率を訊ねる．夏風邪の罹患予想確率への回

答を用いて，回答者が介入内容を読んだ上でその後の設問を答えているかを確かめる．もし介入
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内容を読まずに回答していれば，介入が熱中症の罹患予想確率に与える効果と，介入が夏風邪の

罹患予想確率に与える効果は同様の傾向をもつはずである． 

表 3.1 では，記述統計と処置群及び参照群のバランステストを行った結果を示す．処置群と参

照群の属性はおおむね同質であることが確認される．ただし，サンプルが少ないためにいくつか

の属性については偏りが生じる．処置群と参照群の平均の差を検定すると，年齢，部署，自覚症

状の有無について差があることが確認された．そのため，後の推定ではこれらの変数を説明変数

に加えた推定結果も示す．また，熱中症の対策数に影響を及ぼす個人属性をコントロールし，推

定モデルの当てはまりを良くするために，喫煙行動も説明変数に用いた． 

図 3.2 は，熱中症の注意喚起による対策数の分布の変化を示す．参照群は，熱中症の対策数に

ついて平均付近がもっとも厚いゆるやかな釣鐘型の分布に従うことがわかる．一方で，熱中症の

対策について回答中に介入が行われる処置群は，参照群と比べて分布が異なっている．熱中症の

利得が強調された処置群１は，対策数の分布が０の方向に近いことがわかる．また，損失が強調

された処置群２では，分布の右側の裾が厚くなることが確認される．したがって，熱中症対策数

は，熱中症対策によって得られる利得が協調された場合に減少し，熱中症によって受ける損失を

強調された場合には，増加する傾向がある． 

 

3.4 推定結果 

3.4.1 注意喚起によって熱中症対策数は変化するか 

表 3.2 は，熱中症に関する 2 種類の注意喚起が対策数に与える影響を示す．まず，熱中症対策

の行動をとることで得られる利得を強調するメッセージの効果を確認する．列 1 より，健康強調

の処置ダミーの係数は-1.69 であり，有意水準 10%で統計的に有意である．つまり，対策をとる

利得を強調するメッセージを受け取ると，対策数が減少することがわかる．また，処置群と参照

群でバランスしない個人属性を考慮しても，推定結果は変わらない(列 2)． 

次に，熱中症にかかることの危険性を強調するメッセージの効果を確認する．列 1 より，危険

強調の処置ダミーの係数は 1.35 であり正の係数をとるが，少なくとも有意水準 10%では統計的

に有意ではない．列 2 より，個人属性を考慮しても推定結果は変わらない．つまり，熱中症によ

る損失を強調するメッセージは，対策数を増加させるが，頑健な結果とはいえない． 

その他の説明変数を確認する．作業課に所属する者は，その他の部署に比べ熱中症への対策を

熱心にとる．これは，その他の部署に比べて，暑熱環境での作業量が多いためだと考えられる．
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喫煙習慣がある労働者は，そうでない者に比べ対策をとらないことがわかる．喫煙行為は，健康

を阻害する要因の１つであることが知られており，喫煙習慣を持つものはそうでないものと比

べて，自身の健康に対して楽観的な予想を持つ（Smith et al 2001）．そのため，熱中症への対策

数も少ない傾向があると考えられる． 

表 3.3 では，処置群と参照群を比較して熱中症に関する注意喚起が対策数に与える影響を示

す．列 1 および列 2 では，健康強調のメッセージを受け取るグループ（n=18）と，何も受け取

らない参照群（n=19）にサンプルを限定している．列 1 より，健康強調の処置ダミーの係数は-

1.69 であり，有意水準 10%で統計的に有意である．列 2 より，バランスしない個人属性を考慮

すると，係数は-2.18 をとり，5%で統計的に有意である．したがって，熱中症対策をとることの

利得を強調すると，対策数を減らすことがわかる． 

次に列 3 及び列 4 では，危険強調のメッセージを受け取るグループ(n=16)と，参照群にサンプ

ルを限定する．危険強調の処置ダミーの係数の符号は正であり，対策数を増やす傾向があるもの

の統計的に有意ではない．列 4 より，個人属性を考慮しても，同様の結果が示される．これはサ

ンプルが 35 に減少しているために検出力が落ちたためだと考えられる． 

ここまでの推定結果をまとめると，労働者は，熱中症対策をとることの利得を示されたとき，

熱中症への対策数を有意に減らすことがわかる．一方で，熱中症にかかることの損失を示される

と，対策数を増やす傾向がある．こうした反応は，行動経済学が指摘する損失回避性に当てはま

る．損失回避性とは，人間は意思決定に際して，損失を過大に見積もりやすいというバイアスの

ことである．一方で，利得は実際よりも過小に評価される．これを熱中症の対策行動に当てはめ

ると，参照群を基準として，損失が強調されたグループ（処置群 2）では，熱中症にかかること

を避けるために対策数を増加させたと考えられる．一方で，利得が強調されたグループ（処置群

1）では，熱中症にかかることの負の効用を低く見積もる．労働者の熱中症対策への努力水準が

下がった結果，参照群と比べて対策数が減少したと解釈される． 

 

3.4.2 注意喚起によってどんな対策をとるようになるか 

前節の結果から，熱中症への注意喚起を行うことは，労働者の熱中症対策に影響を与えること

が示された．この節では，ひとつひとつの熱中症対策手段に注目し，注意喚起がそれぞれの対策

に与える影響を分析する．調査では，熱中症対策として 12 個の方策を提示し，それぞれの対策

について，とるつもりがあるかどうかを尋ねている．個々の熱中症対策をとるかどうかの 2 値変

数を目的変数として，プロビットモデルを用いて，処置群を示す変数に回帰した． 
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・健康強調の場合 

表 3.4 では，熱中症に関する注意喚起が個々の対策をとる確率に与える限界効果を示す．列 1

は，熱中症対策をとることで得られる健康を強調するメッセージを受け取ると，12 個中 6 個の

対策についてその行動をとる確率が低くなることが統計的に有意に示される．対策を一つずつ

確認すると，まず「通気性の良い服を着たり帽子の着用を心がける」対策をとる確率が 26 ポイ

ント減少する．「温度計や湿度計を確認する」確率は 27 ポイント下がる．「高温注意情報をチ

ェックして作業に入る」確率は 19 ポイント下がる．「温度や湿度が高い日は，細かく休憩をと

る」確率が 41 ポイント下がる．「勤務外でも日ごろから適度な運動をしている」確率は 27 ポイ

ント下がる．「のどが渇いていなくても水分と塩分をこまめに摂るようにしている」確率が 35

ポイント下がる．続いて列 2 は，熱中症対策をとる利得のメッセージを受け取るグループと，何

もメッセージを受け取らない参照群にサンプルを限定した結果を示す．係数の符号の向きや統

計的有意性について，有意でなくなる項目があるものの，列 1 と同じ傾向があることが確認され

る．まとめると，熱中症対策が健康を促すようなメッセージを受け取ると，適切な衣服の着用，

気候の確認，意識的な水分の摂取，といった予防行動をとりにくくなることがわかる． 

・危険強調の場合 

次に，列 3 より，熱中症にかかることの危険性を強調するメッセージを受け取ると，そうでな

い者に比べ 12 個中 5 個の対策について，その行動をとる確率が高まることが統計的に有意に示

される．対策を一つずつ確認しておくと，まず「温度計や湿度計を確認する」行動をとる確率が

28 ポイント高まる．「温度や湿度が高い日は，細かく休憩をとる」確率が 29 ポイント高まる．

「のどが渇いていなくても水分と塩分をこまめに摂るようにしている」確率が 26 ポイント高ま

る．「飲酒量を適量にとどめている」確率が 23 ポイント高まる．「風邪気味や二日酔い，睡眠不

足などを感じるときは無理をしない」確率が 33 ポイント高まる．続いて，列 4 は，熱中症対策

をとらない損失のメッセージを受け取るグループと，何もメッセージを受け取らない参照群に

サンプルを限定した結果を示す．サンプルを絞ると検出力が落ちるため，いくつかの対策は統計

的に有意でなくなるものの，係数の符号は正であることから対策を強化する傾向は変わらない．

特に「温度計や湿度計を確認する」および「飲酒量を適量にとどめている」，「風邪気味や二日酔

い，睡眠不足などを感じるときは無理をしない」の 3 項目は，頑健な結果であるといえる．まと

めると，熱中症にかかることの危険性を訴え，罹患リスクの高さを強調するメッセージを受け取

ると，気候の確認，意識的な水分の摂取，体調に合わせた行動，といった予防行動をとるように

なることがわかる． 
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推定結果から，熱中症への注意喚起は，労働者の予防行動に影響を与えることが示される．熱

中症に特化した対策で強く反応することから，労働者は介入の内容に反応して回答を入力して

いることが示唆される．熱中症対策によって得られる健康が強調されると，労働者は熱中症の対

策を減らそうとする．具体的には，適切な衣服の着用，気候の確認，意識的な水分摂取といった，

熱中症に特化した対策から取らなくなる．一方で，熱中症の危険性が強調されると，労働者は熱

中症に特化した対策を増やす．加えて，気候の確認，意識的な水分の摂取，体調に合わせた行動

という，日常的な体調管理への関心を高めることがわかる． 

健康状態の良さは，生産性の高さに直結する．熱中症への対策を怠ることで熱中症に罹患する

と，労働者の労働時間が減る．さらに体調不良により時間あたりの生産性も低下するだろう．つ

まり，注意喚起によって熱中症への対策を促すことは，労働者の健康形成を通じて，企業の生産

性につながる．  

 

3.4.3 頑健性の確認 

・フィッシャー検定 

表 3.5 では，サンプル数が小さいことを考慮し，フィッシャーの直接確率検定を用いて，熱中

症に関する注意喚起が対策数に与える影響を確認する．検定する帰無仮説（H0）は，「注意喚起

を受けることと，対策数が多いことという２要因の間に独立性が成り立つこと」である．つまり，

２要因の比率に差がないことを検定する． 

まず，熱中症対策と健康に関するメッセージを受け取ることと，熱中症に対して３つ以上の対

策をとることの独立性を検定する．p 値は 0.035 であることから，有意水準 10%で帰無仮説は棄

却される．つまり，健康強調のメッセージと熱中症の対策数には関連性があることが示される．

続いて，熱中症にかかる危険性のメッセージを受け取ることと，熱中症に対して３つ以上の対策

をとることの独立性を検定する．p 値は 0.28 であり帰無仮説は棄却されない．つまり，危険強調

のメッセージと対策数には関連性があるとはいえない．したがって，フィッシャー検定の結果は，

注意喚起と対策数の間には関連性があることを示しており，回帰分析の結果が支持される． 

続いて，熱中症に関する注意喚起が個々の対策内容に与える影響を確認する．検定する帰無仮

説は，「熱中症対策の注意喚起を受けることと，それぞれの対策をとることは無関係」である．

まず，熱中症対策の利得のメッセージを受け取ることについて検定する．３つの対策（「温度や

湿度が高い日は，細かく休憩をとる」，「勤務外でも日ごろから適度な運動をしている」，「の
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どが渇いていなくても水分と塩分をこまめに摂るようにしている」）について，帰無仮説は棄却

される．つまり，健康強調のメッセージとこれらの対策には関連性がある．続いて，熱中症対策

をとらない損失のメッセージを受け取ることについて検定する．３つの対策（「温度計や湿度計

を確認する」，「飲酒量を適量にとどめている」，「風邪気味や二日酔い，睡眠不足などを感じ

るときは無理をしない」）について，帰無仮説は棄却される．つまり，危険強調のメッセージを

受け取ることはこれらの対策をとることと関係がある．したがって，サンプル数が少ないことに

対処しても，熱中症に関する注意喚起が予防行動に影響を与えることが示される． 

・偽薬効果の検証 

次に，表 3.6 では労働者が注意喚起のメッセージを確認し，その内容に反応して行動を変えた

ことを確認するために行なったプラセボテストの結果を示す．熱中症の対策に関する注意喚起

が，熱中症の罹患予想確率と夏風邪の罹患予想確率に影響を与えるかを検証する．先に述べたよ

うに処置群が受け取るメッセージは，熱中症にのみ言及するものである．そのため，夏風邪の罹

患予想確率は，処置群と参照群の間に差がないはずである．また，夏風邪の罹患予想確率と熱中

症の罹患予想確率についても，同様の傾向が確認されると考えられる．列 1 より熱中症対策から

得られる利得のメッセージを受け取ると，有意水準 15%で熱中症の罹患予想確率が下がること

が示される．サンプルを限定した場合でも同様に，健康強調によって予想罹患確率が下がる結果

が示される．続いて列 3 より，対策をしないことで受ける損失のメッセージを受け取ると，統計

的に有意ではないものも熱中症の罹患予想確率は高まることが示される． 

次に，熱中症の注意喚起と夏風邪の罹患予想確率の関係を確認する．列 5 より，健康強調ダミ

ーの係数は，統計的に有意ではない．また列 7 より，危険強調ダミーについても，統計的に有意

ではない．したがって，回答者が熱中症の注意喚起のメッセージの内容を確認した上で，その後

の設問に回答していることが示される． 

 

3.4.4 予防行動と生産性の関係 

ここまでの結果から，熱中症に対する注意喚起が，労働者は予防行動をとるかどうかの意思決

定に影響を与えることを示した．適切な予防行動をとることは，体調管理を通じて生産性の向上

につながる．こうした健康と生産性の正の関係を裏付けるものとして，黒田 (2018) では，健康

投資と生産性について国内外の論文をサーベイし，健康状態が良いと賃金が高まることを示し

ている．  
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図 3.3 では，企業が持つ過去の生産性データと予防行動の関係を示す．生産性には，企業デー

タに含まれる客観指標を用いて計算した過去半年間の平均達成率を用いる．グラフの傾きが正

であることから，対策数が多いほど生産性は高まる傾向があることがわかる．したがって，先行

研究と同様に，健康状態と生産性には正の関係があることが示される．ただし，予防行動と生産

性の両方に影響を及ぼすような変数が影響を与えている可能性がある．そのため，本分析では予

防行動と生産性には正の相関があることを指摘するに止める． 

 

3.5 おわりに 

本章では，従業員調査とランダム化比較実験を行い，熱中症の対策に関する注意喚起が，労働

者の対策に影響を与えることを検証した．分析の結果，熱中症の注意喚起は，労働者がとろうと

する対策数に影響を与えることが示された．また，その効果は注意喚起の内容によっても異なる．

熱中症の対策をとることの利得が強調されると，対策数は低下する．一方で，対策をとらないこ

とで受ける損失が強調されると，対策数を増やす．また，この効果は利得が強調される場合にお

いて，より大きくなる． 

研究の貢献として，まず現実の労働者を対象としてフィールド実験を行い収集したデータを

用いる点があげられる．また，運送業者を対象とすることで従来の分析では落ちやすいサンプル

を対象とした分析が可能になっている．第二の貢献は，熱中症という現場で実際に重要であり，

かつ実験に適した病気を対象にしたことが第二の貢献である．第三の貢献は，行動経済学が指摘

するバイアスが，熱中症の予防行動の意思決定にもあてはまることを示した上で，熱中症の危険

性を強調すると，熱中症に対する楽観視のバイアスが取り除かれることを示したことである． 

熱中症という労働災害を防ぐために，多くの企業は対策のために，専用の衣類の提供や施設の

整備などのコストを支払っている．本研究の結果は，情報を適切なフレーミングを用いて送ると

いう低コストの対策であっても，労働者が自主的に予防行動をとることを促せる可能性を示唆

する．ただし，一社に限定した調査であるため，他の企業でも同様の結果が得られるとは限らな

い．メッセージが予防行動に与える影響の外的妥当性の検証は，今後の研究課題として残される． 
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図 3.1 処置群に表示されるメッセージ 

 

 

 

 

 

 

 

調査票で示した熱中症に対する注意喚起のメッセージ 

健康強調 危険強調 

夏の間快適に過ごすことができる 目まいやこむらがえり，吐き気などの症状がでる 

旅行や趣味を楽しむことができる 意識を失い救急搬送される 

元気に働くことができる 子供や高齢者だけでなく，30代から 50代が職場で倒れることも多い 

 

 

処置群１：健康強調 処置群２：危険強調 
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図 3.2 熱中症対策の注意喚起と対策数の分布 

 

 

  平均 標準偏差 最小値 最大値 

処置群１ 

（健康強調） 
2.8889 2.8674 0 11 

処置群２ 

（危険強調） 
5.9375 3.3955 1 12 

参照群 4.5789 3.0969 0 12 
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図 3.3 予防行動と生産性の関係 
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表 3.1 記述統計 

  
サンプル全体 

A. 処置群 
B. 参照群 

  健康強調 危険強調 

年齢 41.1321 37.2778 40.3750 45.4211 

  (12.3070) (12.7178) (11.9604) (11.4374) 

教育年数 12.3268 11.94118 12.8125 12.26316 

  (1.4242) (1.6382) (1.4245) (1.1471) 

結婚 0.5849 0.5 0.5625 0.6842 

  (0.4975) (0.5145) (0.5123) (0.4776) 

作業課 0.3962 0.5000 0.4375 0.2632 

  (0.4938) (0.5145) (0.5123) (0.4524) 

自覚症状の有無 0.6415 0.5000 0.8750 0.5789 

  (0.4841) (0.5145) (0.3416) (0.5073) 

喫煙習慣 0.4151 0.4444 0.3125 0.4737 

  (0.4975) (0.5113) (0.4787) (0.5130) 

観測数 53 18 16 19 

     

  処置群と参照群の差の検定 

  健康強調 vs. 参照群 危険強調 vs. 参照群 

年齢 8.1433** 5.0461 

  (3.9721) (3.9625) 

教育年数 0.3220 -0.5493 

  (0.4673) (0.4345) 

結婚 0.1842 0.1217 

  (0.1631) (0.1675) 

作業課 -0.2368** -0.1743 

  (0.1591) (0.1631) 

自覚症状の有無 0.0789 -0.2961** 

  (0.1680) (0.1492) 

喫煙習慣 0.0819 0.1513 

  (0.1685) (0.1721) 

注. 1. 自覚症状の有無は，2018 年 6 月末から 7 月の調査回答時点までの間に，ひとつでも熱中症の疑いのある症状があ

れば１をとるダミー変数である 2. 熱中症の疑いのある症状は，日本救急医学会「熱中症ガイドライン 2015」より作成

した．3. 喫煙習慣は，毎日少なくとも１本以上のたばこを吸う場合に１をとるダミー変数である．4. 生産性のみ，観測

数が異なる．5. （）内の数字は標準偏差を示す．***，**，*はそれぞれ，1%，5%，10%で統計的に有意であることを示

す． 
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表 3.2 注意喚起によって，熱中症対策数は増えるか 

  被説明変数：今夏の熱中症対策数 

  (1) (2) 

健康強調 -1.6900* -2.2229** 

  (0.9819) (0.9414) 

危険強調  1.3586  0.9314 

   (1.1059)  (1.0751) 

年齢 40 歳以上   1.5034 

    (1.0054) 

職務（作業従事）   2.4983** 

    (1.0563) 

自覚症状の有無   -1.1863 

    (0.9531) 

喫煙習慣   -1.6972** 

    (0.8388) 

定数項 4.5789*** 4.5418*** 

  (0.7120) (1.2488) 

観測数 53 53 

F 値（全パラメター=0) 4.12** 4.54*** 

決定係数 0.1408 0.3523 

注.  1. 今夏の熱中症対策数は，「熱中症の予防対策として、あなたが、今年の夏にとろうと思う行動は何ですか」の回

答を利用する．「特になし」を除く選択肢のうちクリックした数を合計し，対策数とした．2. 熱中症の対策として提示さ

れた選択肢は，環境省「熱中症環境保健マニュアル」および消防庁「熱中症対策リーフレット」を参考に作成した．3. 

（）内は不均一分散がある時にも頑健な標準誤差を示す．***，**，*はそれぞれ，1%，5%，10%で統計的に有意である

ことを示す． 
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表 3.3 注意喚起によって熱中症対策数は増えるか（参照群との比較） 

  被説明変数：今夏の熱中症対策数 

  (1) (2) (3) (4) 

健康強調 -1.6901* -2.1756**     

  (0.9806) (0.9778)     

危険強調     1.3586 1.2194 

      (1.1062) (1.0839) 

年齢 40 歳以上   1.1776   1.0292 

    (1.1081)   (1.1781) 

職務（作業従事）   2.3733*   1.9281 

    (1.2489)   (1.2440) 

自覚症状の有無   -0.362   -1.9465 

    (0.9738)   (1.3182) 

喫煙習慣   -1.8223*   -2.0587** 

    (0.9469)   (1.0392) 

定数項 4.5789*** 4.3454*** 4.5789 5.5777*** 

  (0.7110) (1.3780) (0.7122) (1.5829) 

観測数 37 37 35 35 

F 値（全パラメター=0) 2.97* 2.97** 1.5100 3.36** 

決定係数 0.0779 0.2953 0.0443 0.3225 

注. 1. 今夏の熱中症対策数は，「熱中症の予防対策として、あなたが、今年の夏にとろうと思う行動は何ですか」の回答

を利用する．「特になし」を除く選択肢のうちクリックした数を合計し，対策数とした. 2. 熱中症の対策として提示され

た選択肢は，環境省「熱中症環境保健マニュアル」および消防庁「熱中症対策リーフレット」を参考に作成した．3. （）

内は不均一分散がある時にも頑健な標準誤差を示す．***，**，*はそれぞれ，1%，5%，10%で統計的に有意であること

を示す． 
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表 3.4 対処法の中身―どのような対処をとろうとするか 

  A. 処置群 

B.  

参照群 

健康強調の限界効果 危険強調の限界効果 

  
(A1) 

健康強調 

(A2) 

危険強調 

(1) 

A1 vs. 

A2+B 

(2) 

A1 vs. B 

(3) 

A2 vs. 

A1+B 

(4) 

A2 vs. B 

(1)１日１リットル以上の

水分補給を心掛けている 

10 11 15 -0.1858 -0.2008 0.0263 -0.0394 

      (0.1265) (0.1365) (0.1492) (0.1472) 

(2)前日の十分な水分摂取

を心掛けている 

4 5 7 -0.1442 -0.1650 0.0050 0.0296 

      (0.1378) (0.1311) (0.1533) (0.1622) 

(3)通気性の良い服を着た

り帽子の着用を心掛けてい

る 

5 9 10 -0.266** -0.295** 0.0461 -0.0816 

      (0.1185) (0.1264) (0.1428) (0.1634) 

(4)温度計や湿度計を確認

する 

1 7 3 -0.2747** -0.1506** 0.2821*** 0.3058* 

      (0.1093) (0.0742) (0.0967) (0.1603) 

(5)高温注意情報をチェッ

クして作業に入る 

2 5 4 -0.1887* -0.1948 0.1480 0.1004 

      (0.1129) (0.1810) (0.1236) (0.1665) 

(6)温度や湿度が高い日

は、細かく休息をとる 

2 9 7 -0.4136*** -0.3253*** 0.2916** 0.1791 

      (0.1068) (0.1081) (0.1192) (0.1542) 

(7)勤務外でも日ごろから

適度な運動をしている 

1 3 6 -0.2704*** -0.2742*** -0.0462 -0.2147 

      (0.1035) (0.0955) (0.1092) (0.1314) 

(8)のどが渇いていなくて

も水分と塩分をこまめに摂

るようにしている 

4 11 10 -0.349*** -0.3065** 0.262** 0.1828 

      (0.1169) (0.1277) (0.1330) (0.1615) 

(9)１日三食しっかり食べ

る 

10 10 11 0.0032 0.0068 -0.0119 -0.0068 

      (0.1377) (0.1582) (0.1442) (0.1737) 

(10)飲酒量を適量にとどめ

ている 

2 6 2 -0.1433   0.2298** 0.3225** 

      (0.1011)   (0.0996) (0.1392) 

(11)睡眠時間を確保する 
8 11 9 -0.1835 -0.1319 0.2076 0.1273 

      (0.1328) (0.1481) (0.1383) (0.1521) 

(12)風邪気味や二日酔い、

睡眠不足などを感じるとき

は無理をしない 

3 8 2 -0.1442 0.0254 0.3324*** 0.4092*** 

      (0.1244) (0.1062) (0.0895) (0.1086) 

観測数 18 16 19 53 37 53 35 

注. 1. 被説明変数は，(1)から(12)の対策それぞれに対して，回答者が今夏とろうと思う行動として選択しているとき１を

とるダミー変数を用いる. (1)から(12)の選択肢は，環境省「熱中症環境保健マニュアル 2018」および消防庁「熱中症対策

リーフレット」より作成した．3. コントロール変数として，年齢 40 歳以上，職務（作業従事），自覚症状の有無，喫煙

習慣を用いる．4. 「(10)飲酒量を適量にとどめている」については，サンプル数が少なく説明変数が２値変数のため，

共線性の問題が生じ推定されていない．5. （）内は不均一分散があるときにも頑健な標準誤差を示す．***，**，*はそ

れぞれ，1%，5%，10%で統計的に有意であることを示す． 
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表 3.5 フィッシャー正確検定による頑健性の確認 

  A.処置群 

B.参照群 

  ｐ値 

 
(A1) 

健康強調 

(A2) 

危険強調 
  A1 vs. B A2 vs. B 

対策数             

３つ以上の対策をとる予定 7 14 11   0.035 0.28 

４つ以上の対策をとる予定 5 12 12   0.033 0.352 

５つ以上の対策をとる予定 4 10 9   0.104 0.5 

対策内容             

(1) １日１リットル以上の水

分補給を心掛けている 
10 11 15   0.121 0.381 

(2) 前日の十分な水分摂取を

心掛けている 
4 5 7   0.271 0.505 

(3) 通気性の良い服を着たり

帽子の着用を心掛けてい

る 

5 9 10   0.114 0.551 

(4) 温度計や湿度計を確認す

る 
1 7 3   0.323 0.074 

(5) 高温注意情報をチェック

して作業に入る 
2 5 4   0.357 0.381 

(6) 温度や湿度が高い日は、

細かく休息をとる 
2 9 7   0.074 0.210 

(7) 勤務外でも日ごろから適

度な運動をしている 
1 3 6   0.052 0.319 

(8) のどが渇いていなくても

水分と塩分をこまめに摂

るようにしている 

4 11 10   0.058 0.267 

(9) １日三食しっかり食べる 10 10 11   0.574 0.528 

(10) 飲酒量を適量にとどめ

ている 
2 6 2   0.677 0.068 

(11) 睡眠時間を確保する 8 11 9   0.560 0.176 

(12) 風邪気味や二日酔い、

睡眠不足などを感じると

きは無理をしない 

3 8 2   0.473 0.013 
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表 3.6 回答者は介入内容に反応しているか 

  被説明変数：今夏の熱中症罹患予想確率（対数値） 

  
(1) 

A1 vs. A2+B 
(2) 

A1 vs. B 
(3) 

A2 vs. A1+B 
(4) 

A2 vs. B 

健康強調 -0.7318+ -0.7212     

  (0.4886) (0.5318)     

危険強調     0.1873 -0.1867 

      (0.4724) (0.4553) 

年齢 40歳以上 0.4932 0.6986 0.5256 -0.1131 

  (0.4834) (0.5988) (0.5059) (0.4003) 

職務（作業従事） -0.1214 -0.4138 -0.2356 0.1174 

  (0.4858) (0.6008) (0.5179) (0.4247) 

自覚症状の有無 0.8917* 0.7789 1.01** 1.2184* 

  (0.4826) (0.5579) (0.4971) (0.6007) 

喫煙習慣 -0.0816 -0.1509 -0.1089 0.4684 

  (0.4136) (0.5708) (0.4356) (0.4126) 

定数項 2.3972*** 2.5287*** 2.055*** 2.3111*** 

  (0.6360) (0.7112) (0.5990) (0.6477) 

観測数 53 37 53 35 

F値（全パラメター=0) 1.95+ 1.72 1.47 1.5 

決定係数 0.1821 0.2004 0.1398 0.2019 

     
 被説明変数：今夏の夏風邪罹患予想確率（対数値） 

  
(5) 

A1 vs. A2+B 
(6) 

A1 vs. B 
(7) 

A2 vs. A1+B 
(8) 

A2 vs. B 

健康強調 0.1287 0.0679     

  (0.4859) (0.5408)     

危険強調     -0.1415 -0.0951 

      (0.5113) (0.5733) 

年齢 40歳以上 0.496 0.3605 0.5109 0.4881 

  (0.4836) (0.6291) (0.4883) (0.4533) 

職務（作業従事） -0.0442 -0.0218 -0.0117 0.3287 

  (0.4972) (0.6429) (0.5071) (0.4400) 

自覚症状の有無 1.0396** 1.3035** 1.0558* 1.1264 

  (0.5090) (0.6004) (0.5538) (0.7082) 

喫煙習慣 -0.0389 -0.6605 -0.0511 0.4746 

  (0.4772) (0.5704) (0.4779) (0.5232) 

定数項 1.6868*** 1.9411** 1.7469** 1.3398** 

  (0.6319) (0.7695) (0.5865) (0.6283) 

観測数 53 37 53 35 

F値（全パラメター=0) 1.1 1.09 1.03 1.3 

決定係数 0.1049 0.1466 0.105 0.1656 

注. 1. 罹患予想確率は，「あなたはこれから１か月の間に熱中症および夏風邪にかかる可能性がどれぐらいあると思いま

すか。かかる可能性を 0%（かかる可能性が極めて低い）から、100%（極めて高い）のあいだでお答えください」の回

答を利用する．2. （）内は不均一分散がある時にも頑健な標準誤差を示す．***，**，*，+，はそれぞれ，1%，5%，10%，

15%で統計的に有意であることを示す． 

 



50 

 

 

第４章 マクロ経済環境が労働意欲に与える影響：競争への選好に着目して* 

4.1 はじめに 

非認知能力は，様々な場面における判断や意思決定に反映される．特に，人との競争の好き嫌

い（競争選好）は，職業選択や昇進競争への参加の意思決定を左右する（Lackner 2016 ; Kauhanen 

2017; Flory et al 2015）．就職時に競争的な環境を避ければ，相対的に低い階級から職業キャリア

をスタートするため，生涯賃金は下がりやすい(Manning and Swaffiel 2008)．また，競争嫌いによ

って昇進などの競争的環境を避けることが，賃金や昇進の性差の背景にあることも示されてい

る． 

非認知能力は，外的な社会経済的要因によって形成される．言い換えれば，先天的に決定づけ

られているものではなく，成長過程で伸ばすことができる．また近年では，不況や災害という外

生的なショックが，リスク選好などの行動経済学的特性や，非認知能力にも影響を及ぼす．競争

選好は，次の節でみる通り，職業選択やキャリア選択などを通じて生涯にわたり影響を与える重

要な要因の一つである．人との競争を好むかどうかが，個人の不況経験に左右されるとすれば，

不況に直面した個人は，所得低下や失業といった不況が直接的にもたらす効果だけでなく，非認

知能力を介した間接的な影響も受ける可能性がある． 

本章では，不況に直面することが，個人の労働生産性にもたらす長期的な影響を明らかにする．

まず非認知能力の形成と不況経験の関係を示す．分析では，青年期に不況を経験することが，人

との競争の好き嫌いに影響を与えることを仮説検証する．検証では，不況を経験した年代に居住

していた地域や，青年期の生活水準などを捉える必要がある．しかしながら，こうした情報と個

人の選好を同時に含んだデータセットは少ない．そこで，独自調査を実施して分析に望ましいデ

ータを収集することで，重要な説明変数を出来る限り捉えた推定を行う． 

次に，競争選好と労働成果の関係を分析する．第二の仮説として，競争を好むことが労働成果

に影響を与えることを検証する．この競争好きが労働成果に与える因果効果を捉えることは簡

単ではない．労働成果が高い者ほど競争を望むという逆の因果関係が存在するからである．本研

究ではこの問題を操作変数法によって解決する．  

本章の第一の貢献は，新規に調査を設計しデータセットを構築して検証することである．非認

                                                           

* 本章は，「競争と労働成果」（山並，2018，未定稿）を改題し，加筆修正した論文である．旧稿は，

2016 年度行動経済学会（於：一橋大学）の報告論文である． 
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知能力は，個人の異質性が強い説明力を持つため，サンプルの特性に結果が左右されやすい．本

章では，現実の労働者対象としたアンケート調査を実施し，独自に収集したデータを用いること

によって，競争選好と生産性の関係について新たな知見を加える． 

第二の貢献は，調査対象に日本で 1965 年から 1990 年の間に生まれた個人を取り上げること

である．この期間の日本では，急激な景気変動が観測されており，分析サンプルには，青年期に

不況を経験した者とそうでない者が混在する．そのため，過去の不況経験が競争選好に与える影

響を観察するにあたって，適切なサンプルとなっている． 

第三の貢献は，競争選好が内生変数となる可能性を取り除いた分析を行う点である．競争選好

と生産性の両方に影響を与える変数が脱落していると，競争選好と生産性の間に見せかけの相

関関係が生じる．もし遺伝的な要素が競争好きを形成し，同時に生産性も高めているとすれば，

競争好きと生産性は正の相関をもつ．しかしこれは，脱落変数によるものであり，競争選好が生

産性を高めるとは言えない．相関関係と因果関係を区別することは，生産性を高めるための施策

や環境整備を考える際に重要である．本章では，先に説明した通り，不況経験を操作変数に用い

ることによって，内生性の問題に対処し，競争好きが生産性に与える因果効果を検証する． 

分析の結果，青年期の不況経験は，競争選好に影響を与えることが示される．つまり，不況に

直面すると，人との競争を嫌うことがわかる．次に，競争選好と労働成果の関係については，人

との競争を好むものは，労働意欲が高いことが示される．これらの結果から，青年期の不況経験

は，人との競争を嫌う態度を形成し，その結果として就労期の労働意欲が阻害されると言える．

言い換えれば，就労期の個人の労働意欲は，その個人の生まれ持った資質や人的資本の蓄積だけ

でなく，過去の不況経験という外的ショックに左右されることが示唆される． 

本章の構成は以下の通りである．まず，4.2 では関連する先行研究を紹介する．次に 4.3 では，

分析に用いたモデルを説明する．4.4 では，データの性質とそれぞれの変数について説明する．

4.5 では，推定結果の説明と解釈を行う．最後に 4.6 にて，推定結果についての議論をまとめ，

本章の貢献を示す． 

 

4.2 先行研究 

近年，非認知能力と生産性の関係を示す実証研究が蓄積されている．例えば，Heckman et al. 

(2006) が示すように，ビッグファイブと呼ばれる性格スキルは，賃金や昇進など就業後の生産

性を高めることが示されている．Piopiunik et al. (2018) は，課外活動やチームスポーツの経験と
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いった Social skill が，採用市場において重要なシグナルの役割を果たし，就業確率を高めること

を示している．また，Deming (2017) は， Social skill が協働の促進を通じて，職場の生産性を高

めることを明らかにしている．Manning and Swaffiel (2008) では，就職時点での賃金差が小さか

ったとしても，その後 10 年で差が拡大することを示し，その背後にある要因として非認知能力

の差を指摘している． 

こうした非認知能力の中でも，特に競争選好（"Willingness to compete”）は，キャリア選択と

の関係が強いために，生涯を通じて重要な影響を与えることが示されている．Gneezy and 

Rustichini (2004) に代表されるように，一般的に競争的な環境では高い成果を発揮しやすいとい

われる．そのため，競争選好が性別によって異なることは，賃金格差や昇進の差を説明する一要

因だと指摘されてきた．実際に Flory et al. (2015) は，求人情報を利用したフィールド実験を行

い，現実の労働市場において女性が競争に依存する報酬体系の仕事を避けることを示している．

Kauhanen (2017) は，就業後のキャリア形成の性差を分析した研究を整理し，女性が男性よりも

競争を避けること，そして女性は競争相手が男性の場合によりディスカレッジされることを指

摘する．Lackner (2016) は，競争選好がキャリア形成の初期段階で大きく影響を与え，その影響

は長期にわたって持続することを示している． 

人との競争を好むかどうかが生産性に影響を与えるメカニズムを明らかにするためには，個

人の生産性を統制した上で，競争好きによる生産性の変化を分析する必要がある．なぜなら，生

産性が高いほど競争に参加することで高い利得を得る確率が高まるために，生産性が高いほど

競争を好むという逆の因果関係が生じるためである．そこで，Niederle and Vesterlund (2007) は，

実験室実験を行うことで生産性やその他の心理的態度を測定し，それらを統制してもなお競争

に参加するかどうかの意思決定に性差があることを示している．この傾向は，実際の職場環境で

も当てはまることが示されている．Lavy (2013) は，教育現場でのフィールド実験を行い，トー

ナメント制の報酬制度について，女性は避ける態度を持つものの，導入した場合の労働成果に男

女差は確認されないことを示した．つまり，内生性の問題に対処してもなお，競争を好むかどう

かは生産性に影響を与えることが示される．言い換えれば，競争嫌いであることは，職業選択や

昇進を通じて報酬を高める機会があるにも関わらず，そうした競争的な環境を避けるために，報

酬を低い水準に留めてしまっている可能性がある． 

本研究では，操作変数法を用いて，こうした逆の因果関係による内生性の問題に対処し，競争

好きが生産性に与える因果効果を推定する．実際の労働者を対象としたアンケート調査を実施

することによって，現実の職場環境においても，競争に対する態度が生産性に影響を与えるかを



53 

 

 

検証する． 

では，なぜ人との競争を好む人，あるいは競争を避ける人がいるのだろうか．非認知能力や競

争好きを形成する要因には，遺伝的要因だけでなく後天的な影響も大きいことが示唆されてい

る．特に，幼少期の環境に着目する研究は多い．代表的なものとして，Cunha et al.(2010) は，幼

少期における両親からの投資や家庭環境が，非認知能力を高めることを示す．Bartling et al.(2012) 

は，小学校入学前の子どもを対象とした経済実験を実施し，子どもの健康状態が競争への態度に

影響を及ぼすことを示す．家庭環境に加えて，どのような社会・文化で生まれ育ったかというマ

クロの影響も指摘されている(Gneezy et al. 2009)．Bonte (2015) は 36 ヶ国のデータを用いて実証

分析を行い，社会・文化的背景や経済状況が異なることによって，競争選好が異なることを示し

ている．災害や不況といったマクロショックも非認知能力の形成に影響を及ぼす．大竹・明坂・

齊藤(2014)は，東日本大震災によって時間選好が変化したことを指摘する．同様に東日本大震災

による選好への影響を示した Hanaoka et.al. (2018) では，リスク選好が変化したことを示してい

る．不況が，行動特性に与える影響を分析した Guiliano and Spilimbergo (2014) では，青年期に不

況を経験すると，成功するためには努力より運を重視するようになり，再分配政策への支持が高

まることを示す．不況による社会的選好への影響は，日本でも支持される（緒方・小原・大竹 

2012）．不況が非認知能力に与える影響を包括的に検証した花岡（2014）では，青年期に直面し

た不況経験が非認知能力に与える影響は，非認知能力によって差があることが示されている．花

岡(2014)では，非認知能力として，競争好き・自尊心・正の互酬性・負の互酬性の４つを取り上

げている．用いるデータは，家計経済研究所が実施したアンケート調査によって収集されたクロ

スセクションデータである．分析の結果，不況経験は，競争を嫌いを形成することが統計的に有

意に示される．一方で自尊心や互酬性といったその他の非認知能力については，不況によって下

がる傾向があるものの頑健な結果は得られていない．したがって，非認知能力のうち，人との競

争を好むかどうかは，過去の不況経験に反応しやすい可能性がある． 

そこで本研究では，不況経験が非認知能力に与える影響を検討する．不況を経験した個人は，

競争を嫌う傾向をもつことを用いて，分析では，青年期の不況経験を操作変数とした二段階の推

定を行う．これにより，競争に対する態度が生産性に与える因果効果を捉える．不況と非認知能

力の関係と，非認知能力と生産性の関係について，それぞれを分析した先行研究はあるものの，

それらをつなげて検証するものは少ない．その理由として，第一に非認知能力の形成に関わる幼

少期から青年期にかけての社会経済状況と行動特性の両方の情報を含むデータセットが少ない

こと，第二に，不況経験がばらつきにくいことが考えられる．人との競争の好みのような行動特

性は，実験室実験による分析が大半を占めるため，サンプルの世代が特定の世代に集中しやすい．
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本研究では，競争の好みに関する複数の質問と，非認知能力の形成に関わる幼少期の社会経済状

況を尋ねる質問を含んだ独自調査を実施することで，前者の問題に対処する．後者の問題につい

ては，都道府県ごとの景気変動が大きく異なる日本において調査を行い，調査対象の年齢を広く

とることによって，不況経験のばらつきが大きいサンプルを構築している．そのため，不況が非

認知能力というパスを通じて生産性に影響を与えるとすれば，その影響を分析するのに適した

データセットとなっている． 

本章では，まず仮説１として，不況経験が競争への選好に影響を与えるかを検証する．個人の

育った環境を考慮した上で，不況が競争選好に影響を与えることを確認する．仮説１の結果を用

いて，競争への選好が労働成果に与える因果効果を検証する．これが２つ目の仮説である．操作

変数法を用いて推定することで，青年期に不況に遭遇してしまったショックにより競争選好が

形成されたことが，現在の労働成果に与える因果効果を捉える． 

 

4.3 推定モデル 

 個人 i の労働成果（Outcome）を人との競争を好む度合い（Compete）に回帰する： 

𝑂𝑢𝑡𝑐𝑜𝑚𝑒𝑖 = α + 𝛽𝐶𝑜𝑚𝑝𝑒𝑡𝑒𝑖 + 𝛿𝑋𝑖 + 𝜀𝑖 …(1) 

X は共変量を表し，学歴などの個人属性や，業種など現在の職業状況，15 歳時点の親の就労

状態を含む．εは誤差項である．労働成果（Outcome）には，年収と労働意欲の２つの変数を用

いる． 

競争選好が内生変数である場合，最小二乗推定量は一般に不偏性も一致性も持たない．そこで，

内生変数である競争選好とは相関するが，労働成果の推定式(1)の誤差項とは相関しない外生変

数を用いた操作変数法による推定を行う．操作変数には，青年期の不況経験（Recession）を用い

る．一段階目の推定式を以下に示す． 

𝐶𝑜𝑚𝑝𝑒𝑡𝑒𝑖 = 𝜋0 + 𝜋1𝑅𝑒𝑐𝑒𝑠𝑠𝑖𝑜𝑛𝑖 + 𝜋2𝑋𝑖 + 𝑒𝑖 …(2) 

Recession は，競争選好と強い相関を持ち，推定式 (1) の誤差項とは相関しない

（Cov(Recession,Compete)≠0 かつ Cov(Recession,ε)=0）条件を満たさなければならない．不況が

個人の価値観形成に影響を与えることは先行研究（Giuliano and Splimbergo 2014; 花岡 2014）で

指摘されている．本サンプルについても，青年期の不況経験が，競争を好む度合いに影響を与え

ることは頑健に示される．二段階目の推定における被説明変数（労働成果）は，観察されない個

人属性（能力や遺伝）の影響を受けることが予想される．これらの要因による変動は，推定式(1)
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の誤差項に落ちており，操作変数と相関する可能性がある．しかし，推定で操作変数に用いる不

況経験は，個人にはコントロールできないマクロショックであるため，操作変数と誤差項は相関

しないという条件を満たすと言える．検定の結果，帰無仮説：α=0 が棄却されれば，競争選好

は労働成果に影響すると言える．このとき，αが正の値であれば，競争選好を持つことは労働成

果を高めることがわかる．αが負の値であれば，競争選好を持つことは労働成果を下げると解釈

される１． 

 

4.4 『正社員の職場環境と働き方に関する意識調査』 

分析のには，筆者が実施したアンケート調査「正社員の職場環境と働き方に関する意識調査」

を用いる．この調査は，調査会社 intage のモニターサンプルを対象として，2014 年の 3 月と 6

月の計２回実施した．調査を 2 回行っているのは，１回目の調査では不十分だった行動特性に関

する情報を収集するためである．調査会社に登録されているサンプルのうち，現在関西圏に居住

している 25 歳から 50 歳の正社員男女を対象として無作為抽出し，オンライン上で調査を行っ

た．３月調査では 1,126 サンプル（有効回答率：68.2%），6 月調査では 828 サンプル（有効回答

率：77.7%）を回収した．推定に必要な変数が欠けているものを除き２，残った 447 人分のデー

タを使用する． 

まずサンプリングの分布に偏りがないかを確認する．補表 A4.1 は，今回用いる調査である『正

社員の職場環境と働き方に関する意識調査』の属性と，政府統計である『就業構造基本調査』の

集計結果を示している．2014 年は『就業構造基本調査』の調査年ではないため，もっとも近い

2012 年の結果を掲載する．比較のために，『就業構造基本調査』は，関西圏に居住する正規の雇

用形態の者に限定した値を示す．性別の分布から，今回の調査は，正規社員に女性が占める割合

が高いことがわかる．次に年収の分布をみると，最頻値は同じ範囲に含まれるものの，政府統計

の結果と比べて，所得が高い傾向がわかる．今回の調査サンプルは，関西圏の正規雇用の中でも，

                                                           

１ただし，不況経験が競争選好以外のパスを通じて労働成果に影響を与える可能性は排除できない．こ

のとき，操作変数と推定式(1)の誤差項が相関してしまう．ここでは，個人属性を X として学歴や性別を

統制することにより他の要因はとれていると考えて分析を進める．この点の考慮については今後の課題と

したい． 

２ 初職に就いてから 3 年未満の者と年収を尋ねる設問に無回答の者はサンプルから落としている．その

ため，一般的な水準よりも年収が高いなど，年収を回答することに対する抵抗が低いサンプルに偏ってい

る可能性がある． 
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生産性の高い層に偏っている可能性があることに注意する必要がある． 

本調査サンプルは，３つの特徴を持つ．１つ目は，調査会社に登録したモニターサンプルから

抽出されていることである．モニターサンプルは，一般的に平均とは異なる特徴を持つことが指

摘されている．本多 (2006) ，日本におけるモニターサンプルの特徴を整理し，モニターサンプ

ルは無作為抽出に基づくサンプルと比較して，学歴や職業に偏りがあることを指摘している．本

調査においても，想定される母集団である関西圏の正社員と比較して，所得や学歴が高い可能性

が高い．２つ目は，調査対象の現在の居住地が，関西圏に限定されることである．このことは，

生産性を分析する上でメリットを持つ．関西圏に限定することによって，主要産業や給与水準と

いった都道府県の異質性を統制することができる．３つ目は，調査対象の勤務形態が，正社員に

限定されることである．このことは，モニターサンプルのうち調査への回答を主な収入とする専

業の回答者を除外できる利点がある一方で，特定の属性を持つものにサンプルが偏るという問

題を持つ．過去に不況を経験したとしても，正規の職を得ることができる能力を持つサンプルで

あるとすれば，不況による影響が，過小に推定される可能性がある．分析結果の解釈においては，

これらのサンプルの特徴を考慮して解釈を行う必要がある． 

非認知能力である競争選好の変数には，２種類の設問の回答を用いる．１つ目は，「競争する

ことは楽しい」という設問への回答である．これは花岡(2014)が，競争選好を示す変数として用

いた設問と同じものである．回答者は，「１：まったく当てはまらない」から「４：よく当ては

まる」の４段階から適当なものを選択する．これに加えて２つ目に，「競争相手がいるとがんば

れる」という設問への回答を競争に対する意欲を用いる．競争を好むかどうかと，競争的環境を

選択するかどうかは，必ずしも一致するとは限らない．なぜなら，競争そのものは嫌いであって

も，個人が競争に参加することに価値を見出していれば，競争的環境を選択して自分を追い込み，

生産性を高める可能性があるためだ．個人が，他者の存在によって努力水準を高めることは，

Social skill と生産性の先行研究が指摘するところである．競争好きが，キャリア選択を通じて生

産性に影響を与えるとすれば，たとえ競争が嫌いであっても競争的環境を選択することは将来

の生産性を高めることにつながりうる．したがって，本分析では，競争に関する非認知能力を競

争好きと競争意欲の２つの指標で捉えて推定を行う． 

就労時点の労働成果は，現在の年収と労働意欲から作成する．年収は，ボーナスを含む直近の

１年間の収入に自然対数をとった値を用いる．サンプルが正社員に限定されているため，年功序

列的に年収が決まる場合，年収は個人の生産性よりも勤続年数によって決まる可能性がある．こ

のとき，年収では個人の労働生産性を十分に測ることができない．そこで，非認知能力が労働意
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欲に与える効果を分析する．労働意欲への効果を見ることで，年収だけでは捉えられない，個人

の職務そのものに対する動機付けや成果向上への動機付けの強さを捉える．ただし，労働意欲は，

回答者の主観に依存する．測定誤差の問題に対処するために，調査票では，設問中に参照点を提

示している．回答者自身に労働意欲を相対的に評価させ，観察されない個人属性を考慮した２つ

の変数を作成する．１つ目に，時間に依存しない個人属性への対処として「３年前の自分と比べ

た労働意欲」を５段階で評価した回答を用いる．２つ目に，自身の労働意欲と同世代の労働意欲

のそれぞれに点数をつけてもらい，その差分を相対的な労働意欲の高さとして用いる． 

青年期（15 歳時点）の不況経験は，15 歳時点に居住していた都道府県の一人当たり GDP か

ら，不況経験を表すダミー変数を作成する．緒方・小原・大竹(2012)を参考に，都道府県別一人

あたり GDP の下落幅の大きさがサンプル中の上位 10%に入る場合を不況と捉える．不況ダミー

は，一人あたり GDP の前年差が著しく大きい場合に１，それ以外の場合は０をとる．トレンド

を確認すると 1975 年，1992 年，2000 年，2008 年に１をとることが多い． 

その他の説明変数には，性別，経験年数，能力（学歴），現在就いている産業，初職就労時点

の不況を表すダミー変数を用いる．加えて，不況に直面した当時の社会経済環境を統制するため

に，15 歳時点の父親の雇用形態，15 歳時点での居住地が大都市圏かどうかを用いる． 

 

4.5 推定結果 

4.5.1 青年期の不況経験により競争好きになるか 

表 4.2 は，不況経験が競争選好に及ぼす影響を示す．列 1 より，15 歳不況ダミーの係数は負の

値をとり，有意水準 1%で統計的に有意であることが示される．競争選好の変数に「人と競争す

ることは楽しい」の回答を用いた場合についても，係数の符号は負であり統計的に有意である．

仮説１を検証した結果，青年期の不況経験は競争選好を形成し，不況を経験した者は，人との競

争を嫌うようになることがわかる． 

その他の説明変数を確認する． 15 歳時点に父親が自営業であった場合や，都市圏に居住して

いた場合は，そうでない場合に比べて競争好きの傾向を持つ．つまり，青年期の家庭環境や居住

地は，人との競争の好き嫌いに影響を与える．また，男性ダミーの係数は統計的に有意であり，

正の符号をとる．先行研究の指摘と同様に，男性は女性よりも競争を好むことが示される．こう

した個人属性や育った環境の影響を取り除いてもなお，不況を経験することは，競争嫌いに影響

を与えることが確認される． 
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Almlund et.al. (2011) は，非認知能力の重要な決定要因に，幼少期の家庭環境を指摘する．競争

選好が非認知能力のひとつであることを踏まえると，実は幼年期の不況経験によって競争選好

がすでに形成されている可能性がある．そこで，5 歳時点と 10 歳時点についても 15 歳の場合と

同様に不況経験を表すダミー変数を作成し，幼少期の不況経験が競争好きに与える影響を推定

した．表 4.3 では，15 歳より低い年齢で不況に直面することの効果を示す．表 4.3 より，5 歳時

点の不況経験と 10 歳時点の不況経験のどちらの場合においても，不況経験と競争好きとの関係

は統計的に有意ではない．したがって，競争選好は，幼少期よりも青年期の経済環境に影響され

ることが示唆される． 

なぜ青年期に不況を経験すると，競争を嫌うようになるのだろうか．幼少期ではなく，青年期

の不況経験が重要である理由として，第一に，人間は自身が経験した事柄を大きく評価しやすい

傾向をもつことがあげられる．Malmendier and Nagel (2016) は，インフレーションが個人の期待

形成に与える影響の分析から，インフレーションの予想は過去のデータよりも自身の経験に基

づいて行われやすいことを示した．幼少期に不況に直面した場合，その個人は自身が不況に直面

したことを経験として認識できない可能性が高い．そのため，より高い年齢において，不況経験

の効果が推定されたと考えられる． 

第二に，若年での不況経験が非認知能力を形成するのは，個人のコアとなる価値観や態度，信

念は成人期の初期に形成され，それ以降は変わらないという impressionable years hypothesis と整

合的である．Giuliano and Sprimbergo (2014) では，再分配への社会的選好が不況経験の影響を受

けることの背景としてこの仮説を取り上げている．競争への好みもこうした社会的選好と同様

に，青年期に形成される可能性がある． 

 

4.5.2 競争選好は労働成果を高めるか 

表 4.4 では，不況経験を操作変数として競争選好が年収に与える効果を示す．まず，重回帰分

析の結果から，競争を好むことと年収の間には強い相関があることがわかる（列 1）．ただしこ

の正の相関は，内生性の問題があるために，競争好きが生産性に与える影響が過大に推定されて

いる可能性が高い．そこで，本分析では前節で示したように不況経験が競争好きと強く相関する

ことを用いて，二段階の推定を行う．二段階目の推定結果を列 2 に示す．人との競争を好むこと

は，年収に正の影響を持つものの，係数の値は小さいことがわかる．加えて，推定結果は統計的

に有意ではない．この結果は，競争への意欲を説明変数とする場合でも同様である．列 4 より，

推定された係数の値は小さく，有意ではない．つまり，競争選好が年収に与える因果効果は確認
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されない．競争好きと年収の正の相関は，競争を好むこと自体が年収を高めているのではなく，

脱落変数や逆の因果効果によって生じる見せかけの相関であることが示される．したがって，青

年期に不況経験を経験したことが競争の好き嫌いを通じて，将来の年収に影響を与えるとは言

えない． 

その他の説明変数を確認しておく．初職についてから現在までの経験年数，学歴，企業規模，

現在の業種を表すダミー変数，1%の有意水準で統計的に有意である．これらの結果は，ミンサ

ー型賃金関数から得られる示唆と一致しており，推定モデルの妥当性を支持する．解釈にあたり

注意が必要となる説明変数は，初職入社年の不況経験である．初職時の不況経験は，年収を高め

ることを示しており，これは先行研究と逆の結果である．先行研究では，初職入社時点で不況に

直面すると永続的な低収入に陥ることが指摘されている（Oreopoulos et.al. 2012; Genda et.al. 

2010 ）．異なる結果となる原因は，本調査サンプルの対象が正社員に限定されているためだと考

えられる．Genda et.al. (2010) は，初職時の不況経験が生涯賃金の低下をもたらす背景に，不況

により正規の職に就けないことを指摘している．本サンプルは，正社員のみが対象であるため，

不況時でも就職を獲得できる生産性の高さを捉えてしまい，初職時の不況経験と年収の間に正

の関係が示されたと考えられる． 

続いて，競争選好が労働意欲に及ぼす影響を示す．４.4 に記述したように，分析サンプルが正

社員に限定されているため，年収では生産性を捉えきれない可能性がある．年功序列型の賃金体

系である場合，年収は個人の生産性よりも勤続年数を反映して決定されるだろう．そこで生産性

の指標として，個人の仕事に対する意欲の高さを用いる．意欲が高いことと生産性の高さは必ず

しも一致しないものの，意欲が高いほど仕事において高いパフォーマンスを発揮しやすいこと

が予想される．表 4.5 では競争好きが労働意欲に与える影響を示す．年収と同様二段階の推定を

行っているが，表 4.5 では二段階目の推定結果のみを記載する． 

まず，列 1 より，競争選好の係数は，正の値をとり有意水準 10%で統計的に有意である．競争

を好むことは，労働意欲を高めることがわかる．次に列 2 より，競争意欲の係数も同様に，正の

値をとり統計的に有意である．人と競争すると頑張れるという者ほど，仕事に対して意欲が高い

ことが示される．先述したように労働意欲は，測定誤差の問題をもちうるため，(1) 過去の自分

自身と比較した労働意欲と，(2) 同世代と比較した労働意欲という，相対化された２つの労働意

欲を表す変数を作成していた．推定の結果から，この相対化された労働意欲の両方ともが，競争

を好むことによって高まることが示される． 

したがって，仮説２について，競争に対して前向きであることは，労働意欲を高めることが示
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唆される．特に，単に競争を好むことよりも，人と競争するとがんばれるという態度をもつほど，

大きく労働意欲が高まる．ここで，前節で示した通り，競争への態度は，青年期の不況経験によ

って変化することが重要になる．青年期の不況経験は，競争選好という非認知能力のパスを通じ

て，将来にわたって個人の生産性に影響することが示唆されるためである．言い換えれば，就労

期の生産性は，偶然にも青年期に不況に直面し競争嫌いになった結果であり，個人の責任に帰せ

ない外的要因に由来する可能性がある． 

 

4.5.3 回答者の属性の違いによって影響に差が生じるか 

人との競争を好むかどうかは，個人の属性によって異なる．たとえば，性別によって競争への

選好に差があることが従来から指摘されている．本節では，回答者の属性として，(1) 性別，(2) 

世代に着目して影響に差があるかを確認する． 

まず，性別に効果が異なるかを検証するために，男女別にサンプルを分けた推定を行った．不

況経験が競争選好に及ぼす影響を+推定した結果，性別に関わらず，不況を経験することによっ

て競争を嫌う傾向を持ちやすくなることが示された．ただし，女性にサンプルを限定した場合，

不況経験は「競争することを好む」かどうかに影響を及ぼさない．被説明変数を「人と競争する

とがんばれる」とした推定では，有意水準 15％で統計的に有意であることが示される．したが

って，男性と比べて女性では，不況経験と競争選好の間に関係性は確認されないものの，不況経

験によって競争に参加する意欲が阻害される点は共通することがわかる． 

次に，世代効果を確認するために，生まれた世代のダミー変数を説明変数に加えた推定を行っ

た．このとき，世代ダミーと経験年数の相関が高いため，経験年数と経験年数の２乗は説明変数

から除いている．世代ダミーを説明変数に加えた場合でも，主要な結果は変わらなかった． 

加えて，推定モデルの線形性の仮定について確認を行った．具体的には，競争選好を順序変数

として Ordered Probit Model を用いた推定を行い，連続変数として扱った場合と主要な結果は変

わらないことを確認した． 

 

4.6 おわりに 

本章では，競争への選好に関わる２つの仮説を検証するために，まず青年期の経済状況が競争

への選好に与える影響を分析した．次に，競争への価値観や選好が労働成果へ及ぼす影響の検討

を行った．個人の選好や態度を捉えた情報は通常入手できないため，本章では独自調査を行った．
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また，調査対象を 1965 年から 1990 年の間に生まれた者とすることによって，データには高度

経済成長の好景気やバブル崩壊などの経済危機などの景気変動に直面した年齢層が含まれてい

る． 

分析の結果，第一に，青年期に不況を経験すると競争への選好を持たなくなる，競争を嫌う態

度が形成されることがわかった．この影響は，青年期の不況経験による効果が強く，幼少期や初

職就労時の不況経験の効果は確認されない．競争選好の形成には，青年期が重要な時期であるこ

とが示唆される． 

第二に，競争選好が内生変数である可能性を取り除いたとしても，競争への選好は労働意欲に

影響を与えることが示された．すなわち，青年期に競争への選好が形成されると，将来にわたっ

て仕事に対して高い意欲を発揮する．逆に，青年期に偶然にも不況に直面すると，競争を嫌う態

度が形成され，就労後の労働意欲が阻害される可能性がある． 

本分析の限界として，操作変数の仮定を満たさない可能性がある．競争選好とその他の非認知

能力が識別されないために，操作変数の仮定（Exclusion Restriction）を満たさない可能性がある．

特に，競争選好は自信過剰と密接に関係することが指摘されている．こうした非認知能力を捉え

た上で，競争選好が労働生産性に与える影響の分析については，今後の課題としたい． 

個人にはコントロールすることができない不況というマクロショックが，個人の選好や態度

の形成を通じて，労働意欲を下げるとすれば，労働意欲の低下による経済厚生の悪化は，必ずし

も個人の責任に帰すことはできない．そうした世代に対しては，不況に起因する厚生の悪化を補

填する支援の必要があると言えるだろう． 
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表 4.1 記述統計 

変数 定義 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

競争への選好 

競争すること

は楽しい 

「人と競争することは楽しい」という質問に対する回答（1: 

そう思わない、2: あまりそう思わない、3: ややそう思う、4: 

そう思う） 

447 2.7919 0.7361 1 4 

競争するとが

んばれる 

「まわりに競争相手がいると高い成果をあげることができ、

がんばれる」という質問に対する回答（1: そう思わない、2: 

あまりそう思わない、3: ややそう思う、4: そう思う） 

447 2.3490 0.7629 1 4 

労働成果 

年収 現在の年収（単位：万円） 447 477.664 195.675 55 1400 

三年前の自分

と比べた労働

意欲 

「3 年前と比べて、あなたの仕事への意欲はどのように変化

しましたか。」という質問に対する回答（1: 高くなった、2: 

やや高くなった、3: 変わらない、4: やや低くなった、5: 低

くなった） 

447 3.2304 0.9025 1 5 

同世代と比べ

た自身の労働

意欲 

「仕事に対する意欲を評価すると、10 点満点中で何点だと思

いますか。」という質問に対し、「あなたの現在の仕事に対す

る意欲」から「世間の同世代の仕事に対する意欲」の点数を

引いた値 

349 0.1805 1.7466 -9 7 

個人属性 

男性ダミー 男性であれば 1 をとり、それ以外であれば 0 をとる変数 447 0.55034 0.49802 0 1 

学卒不況ダミ

ー 

学卒後初めて就職した年の県別一人当たり実質 GDP から、

その前年の値を引いた値をそれぞれのサンプルについて求

め、相対的に下位 10%に入る場合は 1 をとり、それ以外であ

れば 0 をとる変数 

447 0.27964 0.44933 0 1 

経験年数 初職に就職してから現在までの年数 447 16.1946 8.44423 3 44 

大卒ダミー 
最終学歴が大学・大学院であれば 1 をとり、それ以外であれ

ば 0 をとる変数 
447 0.54586 0.49845 0 1 

大企業ダミー 従業員 1,000 人以上の大企業であれば 1 をとる変数 447 0.3736 0.4843 0 1 

三次産業ダミ

ー 

現在ついている職業が第三次産業であれば 1をとるダミー変

数 
447 0.63758 0.48124 0 1 

15 歳時点の

父親の雇用形

態 

15 歳時点に父親が自営業であれば 1 をとり、それ以外であれ

ば 0 をとる変数 
447 0.18345 0.38746 0 1 

15 歳時点の

都市ダミー 

15 歳時点に現在人口 500 万人以上の都道府県に居住であれ

ば 1 をとり、それ以外であれば 0 をとる変数 
447 0.63535 0.48187 0 1 

操作変数：不況経験 

15 歳不況ダ

ミー 

15 歳時点の県別一人当たり実質 GDP から 14 歳時点の値を

引いた値をそれぞれのサンプルについて求め、相対的に下位

10%に入る場合は 1 をとり、それ以外であれば 0 をとる変数 

447 0.1119 0.3155 0 1 
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表 4.2 不況が競争選好に与える影響 

 被説明変数： 

 
競争相手がいると 

がんばれる 

競争することは 

楽しい 

 (1) (2) 

１５歳不況ダミー -0.1916*** -0.1588*** 

 (0.0470) (0.0483) 

男性ダミー 0.1482*** 0.2841*** 

 (0.0433) (0.0523) 

経験年数 -0.0111 -0.0012 

 (0.0121) (0.0108) 

経験年数の２乗 0.0002 -0.0003 

 (0.0003) (0.0003) 

大卒ダミー 0.0672 0.0166 

 (0.0886) (0.0567) 

三次産業ダミー 0.0716 0.0949 

 (0.0859) (0.0777) 

大企業ダミー 0.0316 0.0655 

 (0.0616) (0.0529) 

１５歳父親の雇用形態 0.2119** 0.1041 

 (0.1002) (0.1020) 

１５歳都市ダミー 0.1441** 0.1195** 

 (0.0686) (0.0573) 

学卒時不況ダミー 0.0360 0.0896 

 (0.0403) (0.0617) 

定数項 2.6426*** 2.1339*** 

 (0.1213) (0.1263) 

観測数 447 447 

決定係数 0.0424 0.0659 

F 値 21.25*** 22.88*** 

除外操作変数に関する F 値
(Ho: 1 段階目の推定が弱相関) 

16.64*** 10.83*** 

除外操作変数の偏相関係数 0.0115 0.0076 

注．標準誤差は 15 歳時点の居住地でクラスター化する．***，**，*はそれぞれ有意水準 1%，5%，10%を示す． 
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表 4.3 15 歳より下の年齢で経験した不況が競争選好に与える影響 

    
被説明変数： 

  

競争相手がいると 
がんばれる 

 
競争することは 

楽しい 

    (1) (2)   (3) (4) 

５歳不況ダミー  0.0412   -0.0337  

  (0.1525)   (0.1327)  
１０歳不況ダミー   -0.1158   -0.0989 

   (0.0690)   (0.0701) 

男性ダミー  0.1428*** 0.1404***  0.2777*** 0.2776*** 

  (0.0469) (0.0443)  (0.0550) (0.0537) 

経験年数  -0.0062 -0.0148  0.0009 -0.0044 

  (0.0113) (0.0131)  (0.0110) (0.0120) 

経験年数の２乗  0.0001 0.0003  -0.0003 -0.0002 

  (0.0003) (0.0003)  (0.0003) (0.0003) 

大卒ダミー  0.0783 0.0627  0.0241 0.0125 

  (0.0934) (0.0980)  (0.0635) (0.0603) 

三次産業ダミー  0.0557 0.0612  0.0925 0.0862 

  (0.0837) (0.0816)  (0.0792) (0.0746) 

大企業ダミー  0.0353 0.0253  0.0595 0.0601 

  (0.0607) (0.0614)  (0.0547) (0.0537) 

１５歳父親の雇用形態 0.2232** 0.2149**  0.1066 0.1067 

  (0.0908) (0.0967)  (0.0988) (0.1006) 

１５歳都市ダミー  0.1232* 0.1265*  0.1057* 0.1052* 

  (0.0655) (0.0628)  (0.0519) (0.0543) 

学卒時不況ダミー  0.0532 0.0559  0.1075* 0.1061* 

  (0.0354) (0.0346)  (0.0586) (0.0569) 

定数項  2.5515*** 2.6593***  2.0731*** 2.15*** 

  (0.1127) (0.1397)  (0.1197) (0.1306) 

観測数  442 447  442 447 

決定係数  0.0347 0.0345  0.0587 0.061 

F 値   12.96*** 15.72***   24.52*** 35.42*** 

注．標準誤差は 15 歳時点の居住地でクラスター化する．***，**，*はそれぞれ有意水準 1%，5%，10%を示す． 
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表 4.4 競争選好が年収に与える影響 

  被説明変数：年収の対数値 

  (1) (2) (3) (4) 

競争するとがんばれる 0.0417***  0.0982   

  (0.1486)  (0.1902)   

競争することは楽しい  0.0633***   0.1185 

   (0.0217)   (0.2244) 

男性ダミー 0.2710*** 0.2593*** 0.2631*** 0.244*** 

  (0.0304) (0.0319) (0.0318) (0.0560) 

経験年数 0.0382*** 0.0378*** 0.0387*** 0.0378*** 

  (0.0070) (0.0070) (0.0077) (0.0070) 

経験年数の２乗 -0.0007*** -0.0007*** -0.0007*** -0.0006*** 

  (0.0002) (0.0002) (0.0002) (0.0002) 

大卒ダミー 0.1445*** 0.1462*** 0.1403*** 0.1449*** 

  (0.0253) (0.0250) (0.0283) (0.0268) 

三次産業ダミー -0.0930*** -0.0959*** -0.0966*** -0.1008*** 

  (0.0264) (-0.0960) (0.0306) (0.0341) 

大企業従事ダミー 0.2401*** 0.2372*** 0.2383*** 0.2336*** 

  (0.2621) (0.0258) (0.0221) (0.0185) 

１５歳父親の雇用形態 0.0371 0.0394 0.0252 0.0337 

  (0.0431) (0.0442) (0.0660) (0.0538) 

１５歳都市ダミー -0.0063 -0.0076 -0.013 -0.013 

  (0.0283) (0.0156) (0.0292) (0.0275) 

学卒不況ダミー 0.0560*** 0.0516*** 0.0529*** 0.0458* 

  (0.0149) (0.0166) (0.0181) (0.0278) 

定数項 5.3101*** 5.2856*** 5.1644*** 5.1711*** 

  (0.0687) (0.931) (0.5152) (0.0278) 

観測数 447 447 447 447 

Ｆ値（Ho:すべての説明

変数に関する推定値が

０） 

79.47*** 92.91*** 84.00*** 125.58*** 

注．標準誤差は 15 歳時点の居住地でクラスター化する．***，**，*はそれぞれ有意水準 1%，5%，10%を示す．表 4.1

の推定結果を１段階目として，操作変数法を用いて推定した２段階目の推定結果を示している． 
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表 4.5 競争選好が労働意欲に与える影響 

  労働意欲 相対的労働意欲 

  (1) (2) (3) (4) 

競争するとがんばれる 0.734*   0.6756**   

  (0.1902)   (0.3011)   

競争することは楽しい   0.8857   0.7636** 

    (0.6356)   (0.3518) 

男性ダミー -0.3293*** -0.4721** 0.1723*** 0.092 

  (0.0318) (0.2028) (0.1527) (0.1586) 

経験年数 0.0297 0.0226 -0.0297*** -0.0472** 

  (0.0077) (0.0305) (0.0294) (0.0264) 

経験年数の２乗 -0.0007 -0.0003 0.0007*** 0.0014** 

  (0.0002) (0.0008) (0.0008) (0.0008) 

大卒ダミー -0.0863 -0.0516 -0.1347*** -0.1128*** 

  (0.0283) (0.0963) (0.1869) (0.1770) 

三次産業ダミー -0.1475 -0.179** -0.0227*** 0.0102 

  (0.0306) (0.0876) (0.1499) (0.1308) 

大企業従事ダミー -0.1457 -0.1806 -0.1408*** -0.1601 

  (0.0221) (0.1303) (0.1156) (0.1273) 

１５歳父親の雇用形態 -0.09 -0.0267 0.1385 0.211 

  (0.0660) (0.1720) (0.2932) (0.3227) 

１５歳都市ダミー -0.1078 -0.1079 0.2953 0.2829 

  (0.0292) (0.0922) (0.1889) (0.1820) 

学卒不況ダミー -0.0064 -0.0593 -0.1182* -0.2033 

  (0.0181) (0.1186) (0.1694) (0.1887) 

定数項 1.4047 1.4545 -1.6195*** -1.4238** 

  (0.5152) (1.3185) (0.8915) (0.7155) 

観測数 447 447 349 349 

Ｆ値（Ho:すべての説明

変数に関する推定値が

０） 

5.43*** 7.57*** 3.77*** 3.41*** 

注．標準誤差は 15 歳時点の居住地でクラスター化する．***，**，*はそれぞれ有意水準 1%，5%，10%を示す．表 4.1

の推定結果を１段階目として，操作変数法を用いて推定した２段階目の推定結果を示している． 
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補表 A4.1 『正社員の職場環境と働き方』に関する意識調査と『就業構造基本調査』との比較 

 

 『正社員の職場環境と働き方に関

する意識調査』(2014) 

 『就業構造基本調査』(2012) 

：雇用者のうち正規に限定 

 関西圏 うち男性 うち女性  関西圏 うち男性 うち女性 

サンプル数 447 人 247 200  4,977,800 3,475,600 1,502,100 

  (55.3%) (44.7%)   (69.8%) (30.2%) 

年収        

100 万円未満 0.2% 0.0% 0.2%  1.7% 0.6% 1.1% 

100-200 万円未満 0.9% 0.4% 0.4%  6.4% 2.6% 3.8% 

200-300 万円未満 8.1% 0.9% 7.2%  21.5% 11.5% 10.0% 

300-400 万円未満 24.2% 9.4% 14.8%  20.0% 13.4% 6.6% 

400-600 万円未満 42.7% 24.8% 17.9%  27.3% 21.2% 6.0% 

600-800 万円未満 14.8% 11.4% 3.4%  13.7% 11.7% 2.0% 

800-1000 万円未満 5.8% 5.6% 0.2%  6.0% 5.6% 0.4% 

1000 万円以上 3.4% 2.7% 0.7%  3.4% 3.3% 0.2% 

年齢        

25-34 歳 44.1% 23.9% 20.1%  30.7% 20.0% 10.7% 

35-44 歳 35.8% 19.5% 16.3%  38.9% 29.1% 9.9% 

45-50 歳 (45-54 歳) 20.1% 11.9% 8.3%  (30.4%) (22.8%) (7.6%) 

従業者企業規模        

1-5 人 (1-4 人) 5.1% 2.9% 2.2%  (6.0%) (3.3%) (2.5%) 

6-29 人 (5-29 人) 13.6% 6.7% 6.9%  (20.0%) (13.5%) (5.8%) 

30-99 人 11.4% 6.5% 4.9%  15.7% 11.6% 3.5% 

100-299 人 15.0% 9.8% 5.1%  14.1% 10.8% 2.9% 

300-499 人 8.9% 3.8% 5.1%  6.2% 4.6% 1.5% 

500-999 人 8.3% 4.0% 4.3%  7.5% 5.7% 1.6% 

1000 人以上 37.6% 21.5% 16.1%  30.5% 23.2% 6.6% 
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第５章 補論：各章で用いた調査票 

5.1 『ASEANにおける高度人材の求職活動調査』 

 

求職者調査 

実施日時 2017 年 2 月 11 日 11:00〜17:00 

会場 シンガポール万博会場 

調査対象 ASEAN 大学連合の大学に所属するおもに最終学年の学生 604 

依頼数 604 

有効回答数 436 

回収率 72.2% 

 

企業調査 

実施日時 2017 年 2 月 11 日 15:00〜17:00 

調査対象 日系企業 

依頼数 13 

有効回答数 13 

回収率 100 

 

企業ブース調査 

実施日時 2017 年 2 月 11 日 11:30, 14:00, 15:00 

調査対象 会場内の企業ブース 

調査員 5 
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5.2  『働く環境と健康に関する調査』 

 

実施日時 2018 年 7 月 19 日〜2018 年 8 月 1 日 

調査対象 A 社社員 

依頼数 56 

有効回答数 53 

回収率 94.6% 
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5.3  『正社員の職場環境と働き方に関する意識調査』 

 

第１回 お仕事に関するアンケート 

実施日時 2015 年 3 月 18 日〜2015 年 3 月 19 日 

調査対象 関西圏に居住する正社員 

依頼数 1651 

有効回答数 1126 

回収率 68.2% 

回答時間中央値 00:07:54 

回答時間平均値 00:20:52 

 

第２回 あなたご自身に関するアンケート 

実施日時 2015 年 6 月 19 日〜2015 年 6 月 22 日 

調査対象 第１回調査の回答者 

依頼数 1066 

有効回答数 828 

回収率 77.7% 

回答時間中央値 00:05:33 

回答時間平均値 00:38:15 
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